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要 旨 

 低炭素社会の構築に向けた取組みとして，ポルトランドセメントの一部分あるいは大部分を高炉ス

ラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えたコンクリートの利用が注目されている。混和材

を多量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，信頼性の高い品質評価方法と適切な設計施

工方法の確立が不可欠である。この共同研究では，日本国内で一般的に用いられているセメントと比

較して混和材の置換率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減した結合材を「低炭素型セメン

ト結合材」と定義して，これを用いたコンクリート構造物の設計施工方法について検討した。 
 この共同研究報告書では，ポルトランドセメントの使用量を“ゼロ”として高炉スラグ微粉末と刺

激材を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計及び施工について標準的な方法を示した「高炉ス

ラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案）」を提案するとと

もに，検討の過程で得られた研究成果をとりまとめた。 

キーワード：低炭素型セメント結合材，コンクリート，混和材，高炉スラグ微粉末，フライアッシュ，

品質評価方法，設計施工方法，二酸化炭素排出削減



 
 

 

 
  



 
 

はじめに 

 

 近年，地球温暖化問題に対する世界的な関心の高まりを受けて，社会資本整備に伴って発生する二酸化炭

素排出量を削減するための一つの対策として，ポルトランドセメントの一部分あるいは大部分を高炉スラグ

微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えたコンクリートの利用が注目されている。コンクリートの主

要な構成材料であるセメントの製造過程では原料や熱エネルギー源として多量の産業副産物や産業廃棄物を

有効利用しているが，コンクリート関連部門が二酸化炭素排出量に与える影響は依然として大きい。例えば，

世界全体の二酸化炭素排出量の約 5%がセメントの製造に由来すること 1)，日本国内におけるプレストレスト

コンクリート道路橋を対象とした試算例では，建設工事で発生する二酸化炭素排出量の約 40%がコンクリー

ト関連部門に起因する二酸化炭素排出量で占められること 2)が報告されている。このため，混和材の置換率

を高めてポルトランドセメントの使用量を抑制することによって，コンクリート構造物の構築に必要となる

材料の製造時に発生する二酸化炭素の相当量を削減できることが期待される。また，混和材の使用は，塩化

物イオン浸透抵抗性の向上やアルカリシリカ反応の抑制に効果的であり，コンクリート構造物の耐久性の向

上や長寿命化にも寄与できる可能性が高い。しかし，混和材を多量に用いたコンクリートでは，ポルトラン

ドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，フレッシュコンクリートと硬化コンクリートの品質が大

幅に異なる場合もあり，強度特性，耐久性及び温度ひび割れ抵抗性の評価方法，構造計算に用いる設計値，

施工時の留意点等が十分には明確にされていない。また，混和材の使用による二酸化炭素排出量の削減効果

を定量的に評価するための統一的な手法も整備されていない。混和材を多量に用いたコンクリートを広く実

用化していくためには，信頼性の高い品質評価方法と適切な設計施工方法を確立することが不可欠である。 

 

 これらのことを背景として，国立研究開発法人土木研究所は，平成 23年 6月から，一般社団法人プレスト

レスト・コンクリート建設業協会，株式会社大林組，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社，戸田建設

株式会社，西松建設株式会社，鐵鋼スラグ協会，電源開発株式会社との共同研究「低炭素型セメント結合材

の利用技術に関する研究」を実施した。この共同研究では，日本国内で一般的に用いられているセメントと

比較して混和材の置換率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減した結合材を「低炭素型セメント結

合材」と定義して，これを用いたコンクリート構造物の設計施工方法について検討した。この結果，低炭素

型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と配慮することが望ましい事項をとり

まとめた「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案）」，対象と

する結合材や構造物の種別ごとに設計及び施工の標準的な方法をとりまとめた 5編の「設計・施工マニュア

ル（案）」を提案した。全 6編の共同研究報告書の構成と概要を次のページに示す。 

 

 この共同研究報告書は，「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン

（案）」（第Ⅰ部），「高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案）」

（第Ⅱ部）を示すとともに，検討の過程で得られた知見を付録資料（第Ⅲ部）としてまとめたものである。 



 
 

低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書の構成と概要 
 
  共同研究報告書 第471 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅰ） 
   低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案） 

低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質を定義するとともに， 
これを用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と配慮することが望ましい事項を示した。 

          国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会， 
          株式会社大林組，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社，戸田建設株式会社， 
          西松建設株式会社，鐵鋼スラグ協会，電源開発株式会社 
 
 

       共同研究報告書 第472 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅱ） 
          混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案） 

早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換したコンク

リートを用いたプレストレストコンクリート橋の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 
 

       共同研究報告書 第473 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅲ） 
          混和材を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの 70～90%を 1～4種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリート「クリ

ーンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，株式会社大林組 
 

       共同研究報告書 第474 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅳ） 
          多成分からなる結合材を用いた低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの75%あるいは90%を2～3種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリー

ト「スーパーグリーンコンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社 
 

       共同研究報告書 第475 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅴ） 
          高炉スラグ微粉末を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの 70～90%を高炉スラグ微粉末で置換した低炭素型のコンクリート「スラ

グリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，戸田建設株式会社，西松建設株式会社 
 

       共同研究報告書 第476 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅵ） 
          高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの使用量を“ゼロ”として高炉スラグ微粉末と刺激材を結合材とした低炭素

型のコンクリート「環境配慮コンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社 

 
※共同研究報告書第 472～476 号では，第Ⅰ部に「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドラ

イン（案）（共同研究報告書第 471号の第Ⅰ部）」を共通編として収録し，第Ⅱ部に対象とする結合材や構造物の種別ごとに設

計及び施工の標準的な方法をとりまとめた「設計・施工マニュアル（案）」を収録している。 
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1 
 

1 章 総則 
 

 

1.1 適用の範囲 

 「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案）（以下，このガイ

ドライン（案）という）」は，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と

配慮することが望ましい事項を示したものである。 

 

【解説】 

 低炭素社会の構築に向けた取組みの一環として，ポルトランドセメントの一部分あるいは大部分を高炉ス

ラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えたコンクリートの利用が注目されている。混和材の使用

は，材料製造時の二酸化炭素排出量の削減に寄与する一方で，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリー

トの品質に多大な影響を与える。このため，混和材を多量に用いたコンクリートの適用にあたっては，品質

の特徴を適切に把握して設計及び施工を行うことが肝要である。 

 このガイドライン（案）では，プレストレストコンクリート，鉄筋コンクリート，無筋コンクリート等の

構造物の種別ごとに日本国内で一般的に用いられているセメントよりも混和材の置換率を高めて材料製造時

の二酸化炭素排出量の削減を可能とし，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有す

る結合材を「低炭素型セメント結合材」と定義して，これを用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原

則と配慮することが望ましい事項を示した。日本国内で一般的に用いられているセメントとしては，プレス

トレストコンクリートでは早強ポルトランドセメント，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートでは普通ポ

ルトランドセメントと高炉セメントB種を想定した。したがって，低炭素型セメント結合材は，プレストレ

ストコンクリートでは早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換

し，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートでは高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等を含めた混和材の置

換率を高炉セメントC種の上限値以上（70%以上）とすることによって，材料製造時の二酸化炭素排出量の

大幅な削減を可能とした結合材といえる（図－1.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.1 低炭素型セメント結合材の位置づけ  

混和材の置換率：高
二酸化炭素の排出削減効果：大

フライアッシュセメント(JIS R 5213)

高炉セメント(JIS R 5211)

普通・早強ポルトランドセメント(JIS R 5210)

低炭素型セメント結合材

A種 B種 C種

A種 B種 C種

・プレストレストコンクリート：
早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリート

・鉄筋コンクリート・無筋コンクリート：
混和材の置換率を高炉セメントC種の上限値以上(70%以上)としたコンクリート

5% 10% 20% 30%

5% 30% 60% 70%

※百分率は混合セメントの混和材の置換率を表示
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 低炭素型セメント結合材を構成するセメントと混和材の種類及び混和材の置換率は，プレストレストコン

クリート，鉄筋コンクリート，無筋コンクリート等の対象とする構造物の種別に加えて，目標とする強度，

耐久性及び二酸化炭素排出削減効果，構造物が供用される環境条件等によっても異なる。このガイドライン

（案）では，これらの違いにかかわらず，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び

施工の原則と共通的に配慮することが望ましい事項を示している。また，このガイドライン（案）に付属す

る 5編の「設計・施工マニュアル（案）（以下，マニュアル（案）という）」では，このガイドライン（案）

に基づき，対象とする結合材や構造物の種別ごとに設計及び施工の標準的な方法を示している（図－1.2）。5

編のマニュアル（案）で対象としている結合材は，このガイドライン（案）で定義した低炭素型セメント結

合材に適合するものである。 

 このガイドライン（案）と 5編のマニュアル（案）に示されていない事項については，低炭素型セメント

結合材を用いたコンクリート構造物の設計及び施工において特別の配慮が不要と考えられたため，対象とす

る構造物の設計及び施工に関する既存の基準類を参考としてよい。 

 一般的なコンクリート構造物の設計及び施工については，必要に応じて，次の文献を参考にするとよい。 

 

 ・土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［基本原則編］，［設計編］，［施工編］，2013 

 ・土木学会：2013年制定コンクリート標準示方書［維持管理編］，［規準編］，2013 

 ・日本道路協会：道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編，Ⅲコンクリート橋編），2012 

 

 また，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いたコンクリートの品質の一般的な特徴については，

必要に応じて，次の文献を参考にするとよい。 

 

 ・土木学会：高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの施工指針，コンクリートライブラリー86，1996 

 ・土木学会：フライアッシュを用いたコンクリートの施工指針（案），コンクリートライブラリー94，1999 

 

 このガイドライン（案）と 5 編のマニュアル（案）で参照する基準類及び JIS については，このガイドラ

イン（案）と5編のマニュアル（案）の発刊時（2016年1月）で最新のものとした。今後，基準類の改訂あ

るいは JIS の改正が行われた場合には，これらの影響を適切に考慮した上で，最新の基準類及び JIS を参照

してよい。 

  



3 
 

 
 
  共同研究報告書 第471 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅰ） 
   低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライン（案） 

低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質を定義するとともに， 
これを用いたコンクリート構造物の設計及び施工の原則と配慮することが望ましい事項を示した。 

          国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会， 
          株式会社大林組，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社，戸田建設株式会社， 
          西松建設株式会社，鐵鋼スラグ協会，電源開発株式会社 
 
 

       共同研究報告書 第472 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅱ） 
          混和材を用いたプレストレストコンクリート橋の設計・施工マニュアル（案） 

早強ポルトランドセメントの一部を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換したコンク

リートを用いたプレストレストコンクリート橋の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 
 

       共同研究報告書 第473 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅲ） 
          混和材を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの70～90%を 1～4種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリート「クリ

ーンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，株式会社大林組 
 

       共同研究報告書 第474 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅳ） 
          多成分からなる結合材を用いた低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの75%あるいは90%を2～3種類の混和材で置換した低炭素型のコンクリー

ト「スーパーグリーンコンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社，前田建設工業株式会社 
 

       共同研究報告書 第475 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅴ） 
          高炉スラグ微粉末を高含有した低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの70～90%を高炉スラグ微粉末で置換した低炭素型のコンクリート「スラグ

リート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，戸田建設株式会社，西松建設株式会社 
 

       共同研究報告書 第476 号 低炭素型セメント結合材の利用技術に関する共同研究報告書（Ⅵ） 
          高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案） 

ポルトランドセメントの使用量を“ゼロ”として高炉スラグ微粉末と刺激材を結合材とした低炭素

型のコンクリート「環境配慮コンクリート」の設計及び施工について，標準的な方法を示した。 
                   国立研究開発法人土木研究所，大成建設株式会社 

 
※共同研究報告書第472～476号では，第Ⅰ部に「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライ

ン（案）（共同研究報告書第 471 号の第Ⅰ部）」を共通編として収録し，第Ⅱ部に対象とする結合材や構造物の種別ごとに設計

及び施工の標準的な方法をとりまとめた「設計・施工マニュアル（案）」を収録している。 

 

 

図－1.2 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）の構成と概要 
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【参考】 

混和材を用いたコンクリートの品質の一般的な傾向について 

 高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメントB種相当としたコンクリートの品質の

一般的な傾向については，表－1.1 のように整理できる。しかし，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等を

含めた混和材の置換率を高炉セメント C 種の上限値以上としたコンクリートの品質には，表－1.1 と異なる

傾向を示すものが散見される。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質については，

このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）の規定を入念に確認する必要がある。 

 

表－1.1 混和材の置換率を混合セメントB種相当としたコンクリートの品質の一般的な傾向 

項目 特徴（ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートとの比較） 

強度発現 水結合材比が同程度の場合，初期材齢では遅れることが多いが，その後も継

続することが多い。 

中性化に対する抵抗性 水結合材比と単位水量が同程度の場合，環境条件の影響も受けるが，低下す

ることが多い。 

塩化物イオン浸透に対する抵抗性 水結合材比と単位水量が同程度の場合，環境条件の影響も受けるが，向上す

ることが多い。 

凍結融解に対する抵抗性 化学混和剤を用いて空気量を確保した場合，同等か向上することが多い。 

アルカリシリカ反応の抑制効果 置換率を一定以上とした場合に抑制効果が得られることが多い。 

クリープ係数 載荷時の圧縮強度が同程度の場合，同等か小さくなることが多い。 

自己収縮ひずみ 
水結合材比が同程度で，高炉スラグ微粉末を用いた場合は，せっこう添加量

や温度履歴の影響も受けるが，収縮量は同等か大きくなることが多く，フラ

イアッシュを用いた場合は，収縮量は同等か小さくなることが多い。 

乾燥収縮ひずみ 水結合材比と単位水量が同程度の場合，収縮量は同等か小さくなることが多

い。 

ワーカビリティー 水結合材比と単位水量が同程度の場合，化学混和剤の種類と使用量の影響も

受けるが，同等か向上することが多い。 

単位水量 化学混和剤の使用量とスランプが同程度の場合，少なくできることが多い。 

断熱温度上昇特性 
水結合材比と単位水量が同程度で，高炉スラグ微粉末を用いた場合は，発熱

速度は小さくなることが多いが，終局値は同等か大きくなることが多く，フ

ライアッシュを用いた場合は，どちらも小さくなることが多い。 

凝結時間 化学混和剤の種類と使用量，せっこうの添加量の影響も受けるが，水結合材

比と単位水量が同程度の場合，同等か遅くなることが多い。 

湿潤養生期間の影響 水結合材比が同程度の場合，湿潤養生期間の長短が品質に与える影響が大き

く，同等の品質を得るための湿潤養生期間が長くなることが多い。 

冬期施工時の低温の影響 水結合材比が同程度の場合，化学混和剤の種類と使用量の影響も受けるが，

凝結や強度発現が遅れることが多い。 

夏期施工時の高温の影響 化学混和剤の種類と使用量の影響も受けるが，ワーカビリティーの経時的な

低下の程度が大きくなることがある。 

色調 高炉スラグ微粉末を用いた場合，表面は脱型直後に青藍色を呈するが徐々に

白くなり，内部は長期材齢においても青藍色を呈することが多い。 

材料製造時の二酸化炭素排出量 減少する。 
※普通ポルトランドセメントを用いて，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメントB種相当としたコン

クリートの品質の一般的な傾向である。高炉スラグ微粉末には JIS A 6206に適合する高炉スラグ微粉末4000，フライアッシュ

には JIS A 6201に適合するフライアッシュⅡ種の使用を想定している。  
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1.2 用語の定義 
 このガイドライン（案）では，次のように用語を定義する。 

・低炭素型セメント結合材 (Low-carbon Cementitious Binders)： プレストレストコンクリート，鉄筋コンクリ

ート，無筋コンクリート等の対象とする構造物の種別に応じて，日本国内において一般的に用いられている

セメントよりも混和材の置換率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減し，フレッシュコンクリート

及び硬化コンクリートがこのガイドライン（案）に示す所要の品質を有する結合材。 

・混和材 (Supplementary Cementitious Materials)： ポルトランドセメントの代替として用い，潜在水硬性ある

いはポゾラン反応を示す無機物質。このガイドライン（案）では，高炉スラグ微粉末，フライアッシュ等を

指す。 

・結合材 (Binders)： 硬化コンクリートの強度発現に寄与する物質を生成し，骨材を結合する役割を果たす

材料の総称。このガイドライン（案）では，ポルトランドセメント，混和材等を指す。 

・水結合材比 (Water to Binder Ratio)： 水の質量を結合材の質量で除したもの。百分率で表される。 

・置換率 (Replacement Ratio)： 混和材の質量を結合材の質量で除したもの。百分率で表される。 

 

【解説】 

低炭素型セメント結合材について 

 混和材を多量に用いたコンクリートの名称として様々なものが提案されているが，このガイドライン（案）

では，対象とする構造物の種別に応じて，日本国内で一般的に用いられているセメントよりも混和材の置換

率を高めて材料製造時の二酸化炭素排出量を削減し，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートがこの

ガイドライン（案）に示す所要の品質を有する結合材を「低炭素型セメント結合材」と定義した。なお，日

本国内で一般的に用いられているセメントとしては，プレストレストコンクリートでは早強ポルトランドセ

メント，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートでは普通ポルトランドセメントと高炉セメントB種を想定

した。 

 5編のマニュアル（案）では，図－1.2に示したように，結合材の種類ごとに異なる名称を用いているもの

もあるが，いずれの結合材も，このガイドライン（案）で定義した低炭素型セメント結合材に適合するもの

である。 

 

混和材と結合材について 

 このガイドライン（案）では，混和材の例として高炉スラグ微粉末，フライアッシュ等，結合材の例とし

てポルトランドセメント，混和材等を挙げた。これらの材料が有するべき品質については3章に示した。 

 また，5 編のマニュアル（案）では，対象とする結合材や構造物の種別ごとに，セメントと混和材の種類

及び混和材の置換率が異なること，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ以外の混和材を用いることがある。

このため，混和材あるいは結合材として取り扱うことのできる材料の選定にあたっては，5 編のマニュアル

（案）の規定を参照するとよい。 
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水結合材比について 

 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）の規定に適合する結合材については，水結合材比の

計算において結合材として取り扱ってよい。水結合材比の計算は，式(1.1)によるものとする。 

 

   100(%) ´=
B

W
水結合材比        (1.1) 

ここに，W：単位水量(kg/m3)，B：単位結合材量(kg/m3)である。 

 

 また，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質が，このガイドライン（案），5編のマニュア

ル（案）及び対象とする構造物の設計及び施工に関する既存の基準類の規定に適合することを試験によって

確認した場合には，既存の基準類に示されている「水セメント比」をここで定義した「水結合材比」で読み

替えてよい。 

 

置換率について 

 混合セメントの JIS（JIS R 5211 高炉セメント，JIS R 5212 シリカセメント，JIS R 5213 フライアッシュセ

メント）では，「分量（質量%）」によって各混合セメントに含まれる混和材の割合を表している。このガイ

ドライン（案）では「置換率（質量%）」，5 編のマニュアル（案）では「置換率（質量%）」あるいは「混合

割合（質量%）」によって結合材に含まれる混和材の割合を表すこととした。これらの用語は，特に記載がな

い限り，同義とみなしてよい。なお，混和材の置換率の計算は，式(1.2)によるものとする。 

 

   100(%) ´
+

=
SCMsC

SCMs
置換率        (1.2) 

ここに，C：単位セメント量(kg/m3)，SCMs：単位混和材量(kg/m3)である。単位混和材量には，複数の混和材

の使用量を含めてよい。 

 

 また，混合セメントの JIS では，混和材の分量の上限値と下限値を規定し，これに応じて各混合セメント

を A 種，B 種，C 種の 3 種類に分類している。一方，このガイドライン（案）及び 5 編のマニュアル（案）

で取り扱う低炭素型セメント結合材では，対象とする結合材や構造物の種別によって選定する混和材の種類

や置換率が異なること，混和材の置換率を高炉セメントC種の上限値以上とした結合材も含まれること，混

和材の置換率を高めるほど二酸化炭素の排出削減効果が大きくなること等を踏まえて，混和材の置換率の上

限値と下限値を規定していない。個別の結合材における混和材の種類や置換率の選定方法については，5 編

のマニュアル（案）の規定を参照するとよい。 

 

 なお，ここで定義した用語以外の用語については，JIS A 0203 コンクリート用語等を参考にするとよい。 
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規定の末尾に用いられる字句の意味について 

 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）では，適用上の疑義を防ぐため，規定の末尾に用い

られる字句の意味を表－1.2のように定義して区別している。 

 

表－1.2 規定の末尾に用いられる字句の意味 

規定の末尾に用いられる字句 意味 

 ・・・しなければならない。 

 ・・・とする。 
明確な理由がない限り従わなければならない規定。 

 ・・・することが望ましい。 特に大きな支障がなければ従わなければならない規定。 

 ・・・を標準とする。 

実用上，従わなければならない規定。一律な規制が困難なため，規定

の趣旨の範囲内であれば，実験結果や実績等をもとに別途定められた

実用可能かつ簡便な方法を用いることができる規定。 

 ・・・してよい。 

 ・・・することができる。 

本来は厳密な検討を行うとよいが，実験結果や実績等を参考として，

便宜上，実用可能かつ簡便な方法を示した規定。 

 

 

「品質」と「性能」の区別について 

 このガイドライン（案）及び5編のマニュアル（案）では，適用上の疑義を防ぐため，コンクリート構造

物を構築するために用いられるコンクリート，セメント，混和材等の材料の特性を「品質」，構築されたコン

クリート構造物が有する耐久性，安全性，使用性等を「性能」と称して区別している。 

 

英語の語尾に対応する長音符号の扱いについて 

 JIS Z 8301 規格票の様式及び作成方法では，学術用語においては英語のつづりの終わりの-er，-or，-ar等を

仮名書きにする場合に，長音符号を付けるか，付けないか厳格に一定にすることが困難なため，長音符号は

用いても略しても誤りでないとしている。このことを踏まえて，このガイドライン（案）及び5編のマニュ

アル（案）でも，英語のつづりの終わりの-er，-or，-ar 等を仮名書きにする場合の表し方を統一することは

せず，長音符号の使用の有無については個別に対応方法を設定している。 
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2 章 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質 
 

 

2.1 一般 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，品質のばらつきが少なく，所要のワーカビリティー，

強度，耐久性，ひび割れ抵抗性を有し，環境負荷の低減に配慮したものでなければならない。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに求められる品質は，ポルトランドセメントのみを用いた

コンクリートと同様に，ばらつきが少ないこと，施工に適したワーカビリティーを有すること，所要の強度，

耐久性，ひび割れ抵抗性を有することに加えて，構造物の構築に伴って発生する環境負荷の低減に配慮した

ものであることである。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質が大幅に異なる場合があるため，所要の性

能を有する構造物を構築するためには，品質の特徴を適切に把握しておくことが肝要である。 

 

 

2.2 ワーカビリティー 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，施工条件と環境条件に応じて，運搬，打込み，締固め，

仕上げ等に適したワーカビリティーを有するものでなければならない。 

 

【解説】 

 所要の性能を有する構造物を構築するためには，施工条件と環境条件を適切に踏まえた上で，コンクリー

トの運搬，打込み，締固め，仕上げ等を円滑に行う必要がある。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリ

ートのワーカビリティーは，セメントと混和材の種類及び混和材の置換率によって異なる傾向を示すことが

ある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの施工を問題なく行うためには，特に，充

塡性，圧送性，凝結特性の特徴を適切に把握しておく必要がある。 

 高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，フレッシュコン

クリートの粘性が高くなり，充塡性や圧送性が低下することがある。このような粘性の高いコンクリートで

は，均質なコンクリートを得るために要する練混ぜ時間が長くなることもある。また，打込み時の気温が高

いとワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなることや凝結が早まることも想定される。これらの

ことが懸念される場合には，化学混和剤の選定と使用量の調整を適切に行うとともに，事前の試験によって

ワーカビリティーとその経時変化を確認しておくことが望ましい。 

 また，粘性の高いコンクリートのワーカビリティーを確保するために，スランプの目標値を大きく設定す
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ることやスランプフローで品質管理を行うことも想定されるが，その際には，フレッシュコンクリートが十

分な材料分離抵抗性を有することにも配慮することが望ましい。 

 

 

2.3 強度 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物に求められる強度を有するものでなければなら

ない。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現の傾向は，セメントと混和材の種類及び混和材

の置換率によって異なることがある。また，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現は，

ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，湿潤養生期間や打込み後の温度履歴の影響を

受けやすく，湿潤養生期間が短い場合や打込み後のコンクリートの温度が低い場合に遅れることがある。こ

れらの特徴を適切に考慮し，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物に求められる性能や

施工時の気象条件の影響を踏まえて，所定の材齢において所要の強度を有するものである必要がある。 

 

 

2.4 耐久性 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物が供用期間中に受ける様々な作用に対して十分

な抵抗性を有し，内部の鋼材を保護できるものでなければならない。 

 

【解説】 

 構造物を問題なく供用していくため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，様々な作用に対

して十分な抵抗性を有し，内部の鋼材を保護できるものである必要がある。これを阻害する要因としては，

中性化，塩化物イオン浸透，凍結融解，化学的侵食，アルカリシリカ反応等が挙げられる。これらの要因と

低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの関係については，次のように整理できる。 

 

中性化について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントの使用量が抑制されて，水酸

化カルシウムの含有量が少なくなるため，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，中

性化に対する抵抗性が低下する可能性が高い。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの

中性化に対する抵抗性については，5.4節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

 中性化に対する抵抗性の評価にあたっては，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件の影響を適切に

考慮する必要がある。例えば，降雨等によって水分が供給される環境や大気との接触が少ない環境では，降

雨等の影響を受けにくく湿度が低い環境や二酸化炭素濃度が高い環境と比較して，中性化の進行が遅くなる
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ことが多い。また，中性化と塩化物イオン浸透が同時に作用する環境では，中性化の進行とともに水和生成

物に固定されていた塩化物イオンがコンクリートの内部へ移動・濃縮する場合があり，この塩化物イオンに

よって鋼材腐食が発生する可能性がある。 

 

塩化物イオン浸透について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，硬化体の細孔構造が緻密になること，水和生成物の

塩化物イオンの固定化能力が高まること等から，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較し

て，塩化物イオン浸透に対する抵抗性が向上することが多い。しかし，塩化物イオンに起因する鋼材の腐食

速度は中性化に起因するものと比較して速く，腐食の程度によっては構造物の耐荷性能にも甚大な影響を及

ぼす場合がある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵

抗性については，5.5節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

 

凍結融解について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることに

よって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同等以上の凍結融解に対する抵抗性を確保でき

ることが多い。しかし，高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値よりも高くしたコンクリー

トでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとしても凍結融解に対して十分な抵抗性が得られない場合が

ある。また，フライアッシュを用いたコンクリートでは，化学混和剤がフライアッシュに含まれる未燃カー

ボンに吸着されて空気量の確保が困難となる場合がある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコン

クリートの凍結融解に対する抵抗性については，5.6節に示す方法で適切に評価する必要がある。 

 

化学的侵食について 

 混和材の使用は化学的侵食に対する抵抗性を向上させることが多いが，低炭素型セメント結合材を用いた

コンクリートが硫酸塩を含む土壌や水と接する場合等，あらかじめ化学的侵食の作用を受けることが判明し

ている際には，事前の試験によって化学的侵食に対する抵抗性を確認しておくことが望ましい。 

 

アルカリシリカ反応について 

 混和材の置換率一定以上とすると，高炉スラグ微粉末やフライアッシュの反応とともに細孔溶液中の水酸

化物イオンの濃度が低下すること等によって，アルカリシリカ反応の抑制効果が得られる。JIS A 5308の附

属書 B における「アルカリシリカ反応抑制効果のある混合セメントなどを使用する抑制対策の方法」では，

JIS R 5211に適合する高炉セメントB種もしくはC種または JIS R 5213に適合するフライアッシュセメント

B種もしくはC種を用いることとし，高炉セメントB種の高炉スラグの分量は40%以上，フライアッシュセ

メントB種のフライアッシュの分量は15%以上でなければならないとしている。低炭素型セメント結合材を

用いたコンクリートにおいても，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率をこれらの分量以上と

する場合には，アルカリシリカ反応の抑制効果が得られると考えてよい。ただし，骨材の種類によっては，



11 
 

混和材の置換率を一定以上としてもアルカリシリカ反応を完全に抑制できない場合があるため，アルカリシ

リカ反応が疑われる骨材を用いる場合には，事前の試験によって十分な抑制効果が得られることを確認する

ことが望ましい。 

 また，アルカリシリカ反応が疑われる骨材との組合せで，高炉スラグ微粉末の潜在水硬性あるいはフライ

アッシュのポゾラン活性による反応を促進させることを目的として，ナトリウム，カリウム等を主成分とす

る刺激剤を併用する場合にも，アルカリシリカ反応の抑制効果を事前の試験によって確認しておくことが望

ましい。 

 

長期的な安定性について 

 高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値よりも高くしたコンクリートでは，コンクリート

の仕上げ面のペーストが脆くなり骨材が露出するアブサンデン現象の発生が懸念される場合がある。また，

混和材の使用によってDEF（Delayed Ettrigite Formation：エトリンガイトの遅延生成）の抑制効果が得られる

ことを期待できるが，せっこうの添加量が多く若材齢で高温履歴を受けるようなコンクリートでは，逆に

DEF の発生が懸念される場合もある。アブサンデン現象や DEF の発生が懸念される場合には，供用時に構

造物が置かれる環境条件となるべく近い条件での暴露試験等によって硬化コンクリートの長期的な安定性を

確認しておくことが望ましい。 

 

 

2.5 ひび割れ抵抗性 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，温度変化や収縮等に伴う体積変化に起因するひび割れ

の発生ができるだけ少ないものでなければならない。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，コンクリート表面のひび割れは，ポルトラン

ドセメントのみを用いたコンクリートと同様に，構造物の美観を損なわせ，水や酸素等の腐食因子の侵入を

容易にして鋼材腐食の発生リスクを高め，構造物の耐久性を低下させる要因となる場合がある。このため，

コンクリートに発生するひび割れをできるだけ少なくするとともに，ひび割れが発生しても，耐久性上有害

なひび割れとならないように，ひび割れ幅を制御する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して，若材齢の結合材の反応による発熱量が少なくなることが多い。しかし，高炉スラグ微粉末の置換

率の高いコンクリートでは，特にコンクリート打込み直後の若材齢において自己収縮に起因する体積変化が

大きくなることが多く，また，この傾向は若材齢で高温履歴を受けるマスコンクリートで顕著に現れる可能

性が高い。若材齢の温度変化や自己収縮に伴う体積変化が拘束されて発生する温度ひび割れに対する抵抗性

については，5.7節に示す方法で適切に評価する必要がある。 
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2.6 環境負荷低減効果 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，構造物のライフサイクルで発生する環境負荷をできる

だけ少なくし，特に材料製造時に発生する二酸化炭素排出量の削減に寄与するものでなければならない。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，構造物のライフサイクルで発生する環境負荷をできるだけ少なくなるよう抑制する必要があ

る。ここでの環境負荷の抑制には，温室効果ガス，汚染物質及び廃棄物の発生量の削減に加えて，自然環境

の保護等も含まれる。 

 温室効果ガスには様々なものが存在するが，人為的に排出されるもので地球温暖化への影響度が最も大き

いと考えられているのが二酸化炭素である。低炭素型セメント結合材の特徴の一つは，ポルトランドセメン

トの一部分あるいは大部分を高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置換してポルトランドセメン

トの使用量を抑制し，コンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を削減できることで

ある。低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出量の削減効果については，5.8節に示

す方法で定量的に評価する必要がある。 

 また，高炉スラグ微粉末は鉄鋼生産，フライアッシュは石炭火力発電の過程で得られる産業副産物である。

このため，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材の置換率を高め，これらの使用量を増やすことに

よって，産業副産物の有効利用にも貢献できる。 

 

  



13 
 

3 章 材料 
 

 

3.1 一般 

(1) 材料は，品質が確かめられたものでなければならない。 

(2) JIS及び土木学会規準の品質規格に適合する材料は，品質が確かめられた材料であると判断してよい。た

だし，JIS及び土木学会規準の品質規格に適合する材料であっても，品質規格の試験条件と異なる条件で

用いる場合には，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認しなけ

ればならない。 

(3) JIS及び土木学会規準に品質規格の定められていない材料を用いる場合には，フレッシュコンクリート及

び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認しなければならない。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートを構成する材料に求められる品質を示した。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別によって用いる材料の種類と品質が異なるため，個別の結合材で

用いる材料の選定については，5編のマニュアル（案）の規定を参照するとよい。 

 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートを構成する材料の品質はフレッシュコンクリート及び硬化

コンクリートの品質に多大な影響を与えるため，所要の性能を有する構造物を構築するためには品質が確か

められた材料を用いる必要がある。 

 

(2)について 

 JIS 及び土木学会規準の品質規格に適合する材料は品質が確かめられた材料であると判断してよいが，JIS

及び土木学会規準の品質規格に適合する材料であっても，品質規格の試験条件と異なる条件で用いられる場

合がある。このような場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参考として，フレッシュコ

ンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。例えば，JIS A 6202 コ

ンクリート用膨張材の膨張性試験は普通ポルトランドセメントを用いた供試体を製作して行われるため，低

炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでの膨張材の効果については試験によって別途確認しておくこ

とが望ましい。 

 

(3)について 

 JIS 及び土木学会規準に品質規格の定められていない材料を用いる場合には，実施工となるべく近い条件

での試験の結果等を参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有すること

を確認する必要がある。  
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3.2 セメント 

(1) セメントは，JIS R 5210に適合したものを標準とする。 

(2) (1)以外のセメントについては，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，JIS R 5210に適合するポルトランドセメントを用いることを標準とした。

JIS R 5210では6種類のポルトランドセメントの品質が規定されているが，ポルトランドセメントの種類は

フレッシュコンクリートのワーカビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，ひび割れ抵抗性に多大な

影響を与えるため，対象とする構造物の種別，施工条件，環境条件等を考慮して適切なセメントを選定する

必要がある。 

 また，JIS R 5210に適合するポルトランドセメントには，少量混合成分として，高炉スラグやシリカ質混

合材，フライアッシュ，石灰石が 5%以下の割合で含まれるものもあるが，これらの少量混合成分について

は混和材としては考慮しないこととする。 

 

(2)について 

 JIS R 5210に適合するポルトランドセメント以外のセメントを用いる場合には，実施工となるべく近い条

件での試験の結果等を参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認する必要がある。 

 混合セメントの JIS（JIS R 5211 高炉セメント，JIS R 5212 シリカセメント，JIS R 5213 フライアッシュセ

メント）では混合セメントに含まれる混和材の分量を規定しているが，市販されている混合セメントには混

和材の置換率が明示されていないものもある。このため，低炭素型セメント結合材の一部として混合セメン

トを用いる場合には，ヒアリング等によって混合セメントに含まれる混和材の置換率を明確にし，低炭素型

セメント結合材に含まれる混和材の置換率を把握しておくことが望ましい。 

 

 

3.3 練混ぜ水 

(1) 練混ぜ水は，上水道水，JSCE-B 101または JIS A 5308附属書Cに適合したものを標準とする。 

(2) (1)以外の練混ぜ水については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有するこ

とを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，上水道水，JSCE-B 101または JIS A 5308附属書Cに適合した練混ぜ水を用
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いることを標準とした。ただし，回収水を用いる場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を

参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認しておくこと

が望ましい。 

 

(2)について 

 (1)以外の練混ぜ水を用いる場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参考として，フレッ

シュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 

 

 

3.4 混和材 
(1) 高炉スラグ微粉末は，JIS A 6206に適合したものを標準とする。 

(2) フライアッシュは，JIS A 6201に適合したもののうち，フライアッシュⅠ種あるいはフライアッシュⅡ種

を標準とする。 

(3) (1)～(2)以外の混和材については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有する

ことを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，JIS A 6206に適合する高炉スラグ微粉末を用いることを標準とした。 

 JIS A 6206では，高炉スラグ微粉末3000，高炉スラグ微粉末4000，高炉スラグ微粉末6000，高炉スラグ微

粉末8000の4種類の高炉スラグ微粉末の品質を規定している。これらの高炉スラグ微粉末は比表面積や活性

度指数等が異なるため，いずれの高炉スラグ微粉末を用いるかによって，フレッシュコンクリートのワーカ

ビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，ひび割れ抵抗性に与える影響が異なる可能性がある。した

がって，対象とする構造物の種別，施工条件，環境条件等を考慮して，適切な高炉スラグ微粉末を選定して

用いる必要がある。 

 

(2)について 

 このガイドライン（案）では，JIS A 6201に適合するフライアッシュのうち，フライアッシュⅡ種とこれ

と同等以上の品質を有するフライアッシュⅠ種を用いることを標準とした。 

 JIS A 6201では，フライアッシュⅢ種とフライアッシュⅣ種の品質も規定しているが，これらは細骨材の

代替として用いられることが多く，この場合には結合材としては取り扱わない。このため，フライアッシュ

Ⅲ種とフライアッシュⅣ種の使用については標準としなかった。 

 

(3)について 

 高炉スラグ微粉末とフライアッシュ以外に，シリカフューム，膨張材，刺激剤，せっこう等を用いる場合
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には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンク

リートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 

 

 

3.5 化学混和剤 
(1) 化学混和剤は，JIS A 6204に適合したものを標準とする。 

(2) (1)以外の化学混和剤については，その品質を確かめ，これを用いたコンクリートが所要の品質を有する

ことを確認しなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 このガイドライン（案）では，JIS A 6204に適合する化学混和剤を用いることを標準とした。 

 高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，所要のワーカビ

リティーを確保するために，高性能 AE 減水剤，高性能減水剤，高機能タイプの AE 減水剤等の使用が必要

となることが多い。また，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率が高いと所定の空気量を確保

するための AE 剤の使用量が多くなることがあり，混和材の種類と置換率，水結合材比によっては化学混和

剤の効果が異なることもある。このため，化学混和剤の選定と使用量の調整を行う際には，実施工となるべ

く近い条件で試し練りを行い，フレッシュコンクリートの品質を確認することが望ましい。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのフレッシュ性状は，セメント及び混和材の種類や混和材

の置換率によって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと異なる傾向を示すことがある。例え

ば，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートではフレッシュコン

クリートの粘性が高くなる場合があること，フライアッシュの品質によっては化学混和剤がフライアッシュ

に含まれる未燃カーボンに吸着されて空気量の確保が困難となる場合があること，スランプや空気量等のフ

レッシュ性状や凝結時間が施工時の気温の影響を受けやすく，特に施工時の気温が高いとワーカビリティー

の経時的な低下の程度が大きくなる場合があること，化学混和剤の使用量が過大になると凝結の遅延を引き

起こす場合があること等が知られている。これらの点を十分に踏まえて，フレッシュコンクリートが所要の

品質を有するよう，化学混和剤の選定と使用量の調整を行う必要がある。 

 

(2)について 

 混和材の置換率の高いコンクリートを主な用途とした化学混和剤が開発されつつあるが，JIS A 6204に適

合する化学混和剤以外の化学混和剤を使用する場合には，実施工となるべく近い条件での試験の結果等を参

考として，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有することを確認する必要がある。 
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4 章 配合 
 

 

4.1 一般 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの配合は，コンクリートが所要のワーカビリティー，強度，

耐久性，ひび割れ抵抗性を有する範囲内で，単位水量をできるだけ小さくし，かつ，品質のばらつきが少な

くなるように設定するものとする。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの配合を設定する際に配慮することが望まし

い事項を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質を確保するため，単位水量をできるだ

け小さくし，かつ，品質のばらつきが少なくなるように配合を設定する必要がある。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの配合設計の標準的な方法については，5編のマニュアル（案）

の規定を参照するとよい。 

 

 

4.2 セメントと混和材の種類及び混和材の置換率 
 低炭素型セメント結合材に用いるセメントと混和材の種類及び混和材の置換率は，フレッシュコンクリー

ト及び硬化コンクリートが所要の品質を有するよう，適切に設定するものとする。 

 

【解説】 

 セメントと混和材の種類及び混和材の置換率には，多種多様な組合せが存在する。これらの組合せはフレ

ッシュコンクリートのワーカビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，ひび割れ抵抗性等に多大な影

響を及ぼすため，対象とする構造物の種別，施工条件，環境条件等を考慮して，セメントと混和材の種類及

び混和材の置換率を適切に設定する必要がある。 

 また，環境負荷の低減の観点からは，混和材の置換率を高めるほど二酸化炭素排出削減効果を大きくでき

ること，混和材の産地には地域的な偏りがあるため，地産地消に配慮することによって輸送に伴って発生す

る環境負荷を低減できること等を踏まえた上で，混和材の種類及び置換率を検討することが望ましい。 
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4.3 水結合材比 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの水結合材比は，フレッシュコンクリート及び硬化コンク

リートが所要の品質を有するよう，適切に設定するものとする。 

 

【解説】 

 コンクリートの水結合材比は強度と耐久性に影響を及ぼすことから，特に混和材の置換率の高いコンクリ

ートでは，初期材齢の強度発現と中性化に対する抵抗性を確保するために，ポルトランドセメントのみを用

いたコンクリートと比較して，水結合材比を小さく設定することが多い。ただし，混和材の置換率が高く，

かつ，水結合材比が小さいコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，

フレッシュコンクリートの粘性が高くなり，ワーカビリティーが損なわれることがある。このため，水結合

材比を設定する際には，フレッシュコンクリートのワーカビリティー，硬化コンクリートの強度，耐久性，

ひび割れ抵抗性等を総合的に勘案する必要がある。 
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5 章 設計 
 

 

5.1 一般 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの設計値は，試験等に基づいて設定するものとする。 

(2) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの耐久性及び温度ひび割れ抵抗性は，施工時と供用時に構

造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，十分な信頼性を有する方法によって評価するものとする。 

(3) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの二酸化炭素排出削減効果は，十分な信頼性を有する方法

及びデータに基づき，定量的に評価するものとする。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計の原則と配慮することが望まし

い事項を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質には，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと異なる傾向を示すものが多くある。このため，構造計算に用いる設計値については，試験等に基づい

て設定し，耐久性及び温度ひび割れ抵抗性については，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切

に考慮して十分な信頼性を有する方法によって評価する必要がある。また，二酸化炭素排出削減効果につい

ては，十分な信頼性を有する方法及びデータに基づいて，定量的に評価する必要がある。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの設計の標準的な方法については，5 編のマニュアル（案）

の規定を参照するとよい。 

 

 

5.2 強度 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度は，原則として，標準養生を行った供試体の材齢

28日における試験強度に基づいて定めるものとする。ただし，構造物の要求性能に応じて，28日以外の

材齢を設定してよい。 

(2) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度を確認または推定する際には，打込み後のコンクリ

ートの温度履歴の影響を適切に考慮するものとする。 

(3) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの圧縮強度以外の強度特性のうち，試験によって圧縮強度

との関係を確認したものについては，圧縮強度に基づいて設定してよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度は，原則として，標準養生を行った供試体の材齢28

日における試験強度に基づいて定めることとした。ただし，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート
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の強度はポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも長期にわたって増加することが確認されて

いるため，早期の強度発現が求められない構造物では，28日以外の材齢，例えば，56日や91日，の試験強

度に基づいて強度を定めてもよい。 

 

(2)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現は，初期材齢の温度履歴の影響を受けるため，

強度の確認または推定にあたっては，打込み後のコンクリートの温度履歴の影響を適切に考慮する必要があ

る。例えば，型枠や支保工の取外しやプレストレス力の導入等，材齢28日よりも早期の段階でコンクリート

の強度を確認する必要がある場合には，実際の部材となるべく近い条件で養生を行った供試体の試験強度に

基づいて強度を確認することが望ましい。 

 打込み後のコンクリートの温度履歴を考慮した強度の推定方法として，有効材齢や積算温度を用いた方法

がある。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，これらの方法の推定精度が温度履歴によって

異なる場合があることが確認されている。例えば，冬期に打込み後のコンクリートが低温状態に継続して置

かれる場合には，初期材齢の強度発現の遅れが著しくなるため，強度を過大に推定することがある。この傾

向は特にコンクリートの平均温度が10℃よりも低いと明確に現れることが確認されているため，冬期で打込

み時の気温が低く，かつ，部材寸法が小さく結合材の反応による温度上昇が見込めない場合には，初期凍害

の防止の観点から注意が必要である。一方，マスコンクリートで若材齢において高温履歴を受ける場合や冬

期以外で打込み後のコンクリートが低温状態に継続して置かれない場合には，初期材齢の強度を精度良く推

定できることが確認されている。 

 

(3)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのヤング係数や割裂引張強度，曲げ強度等，圧縮強度以外

の強度特性のうち，試験によって圧縮強度との関係を確認したものについては，圧縮強度に基づいて設定し

てよいこととした。 
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5.3 クリープ・収縮 

 クリープ及び収縮の影響を無視できない構造物の設計においては，低炭素型セメント結合材を用いたコン

クリートのクリープ及び収縮の特性を適切に考慮するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのクリープ及び収縮の特性には，ポルトランドセメントの

みを用いたコンクリートと異なる傾向を示すものもある。このため，プレストレストコンクリートや持続荷

重の作用を受ける構造物等，クリープ及び収縮の影響を無視できない構造物の設計においては，試験や実績

等に基づき，クリープ及び収縮の特性を適切に考慮する必要がある。 

 例えば，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのクリープ係数と乾燥収縮ひずみは，ポルトラン

ドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，圧縮強度が同程度の場合，同等か小さくなることが確認

されている。また，高炉スラグ微粉末を用い，かつ，水結合材比の小さいコンクリートでは，特に若材齢で

高温履歴を受ける場合に，自己収縮ひずみの進行速度と最終値が大きくなる場合があることが確認されてい

る。このような場合には，5.7節に基づき，温度ひび割れに対する抵抗性を適切に評価する必要がある。 

 

 

5.4 中性化に対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの中性化に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が置

かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法によ

って評価するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントの使用量が抑制されて，水酸

化カルシウムの含有量が少なくなるため，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，中

性化に対する抵抗性が低下する可能性が高い。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの

中性化に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進

試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法によって評価する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの中性化に対する抵抗性の評価には，構造物の供用期間中

に中性化深さが鋼材腐食発生限界深さに達しないことを照査する方法を用いてよい。暴露試験や促進試験の

結果等に基づいて構造物の供用期間中に中性化深さが鋼材腐食発生限界深さに達しないことを確認し，これ

を担保するかぶりの最小値を確保する場合には，中性化に対して十分な抵抗性を有すると判定してよい。た

だし，これらの方法によって中性化に対する抵抗性を評価する際には，次の事項に留意する必要がある。 
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中性化深さの推定方法について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの中性化は，時間の平方根に比例して進行すると仮定して

よい。すなわち，構造物の供用期間中における中性化深さは，式(5.1)で示される√t則に従うと仮定して推定

してよい。ここで用いる中性化速度係数については，暴露試験あるいは促進中性化試験の結果等に基づいて

設定する必要がある。 

   ty ×=a          (5.1) 

ここに，y：中性化深さの推定値(mm)，α：中性化速度係数(mm/√year)，t：供用期間(year)である。 

 

暴露試験の結果に基づく中性化速度係数の設定ついて 

 供用時に構造物が置かれる環境条件と同様の環境条件で行った暴露試験の結果を入手できる場合には，こ

の結果を用いて中性化速度係数を設定してよい。 

 屋外での暴露試験の結果を用いる場合には，なるべく長期の暴露試験の結果を用いることが望ましい。長

期的な暴露試験の実施は必ずしも容易ではないが，気温や降水量等の気象条件は季節によって異なり，この

ような年間をとおした気象条件の違いは中性化の進行速度にも影響を与える可能性が高いため，屋外暴露試

験の実施期間については少なくとも1年間以上とすることが望ましい。 

 

促進中性化試験の結果に基づく中性化速度係数の設定について 

 暴露試験の結果を入手できない場合には，JIS A 1153に準拠した促進中性化試験を行い，この結果を用い

て中性化速度係数を設定してよい。ただし，この促進中性化試験では供用時に構造物が置かれる屋外の環境

条件と大幅に異なる試験条件（温度20±2℃，相対湿度60±5%，二酸化炭素濃度5±0.2%）を採用している

ため，促進中性化試験から得られた中性化速度係数については，式(5.2)を用いて二酸化炭素濃度の差を補正

する必要がある。式(5.2)と同様の考え方は文献 1)～3)でも採用されており，異なる二酸化炭素濃度の環境で

の中性化の進行速度が二酸化炭素濃度の平方根の比で関係づけられるとするものである。 

 

   ACTACTACT COCOA ,22 /×=a        (5.2) 

ここに，αACT：二酸化炭素濃度の差を補正した中性化速度係数(mm/√week)，AACT：促進中性化試験から得ら

れる中性化速度係数(mm/√week)，CO2：実環境の二酸化炭素濃度(%)，CO2, ACT：促進中性化試験の二酸化炭

素濃度(= 5%)である。 

 

 式(5.2)の実環境の二酸化炭素濃度については，供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して設定

する必要がある。例えば，文献2)では，屋外で0.05%，室内で0.2%，文献3)では，屋外で0.03%，室内で0.1%，

気象庁のホームページ 4)では，2014年の世界の二酸化炭素の平均濃度を0.03977%としており，これらの値を

参考として設定するとよい。 
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中性化残りの設定について 

 鋼材腐食発生限界深さは，かぶりの設計値から中性化残りを差し引いて得られる。ここで用いる中性化残

りについては，供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して設定する必要がある。塩化物イオンの

供給がある環境では，かぶり部のコンクリートの中性化によって水和生成物に固定されていた塩化物イオン

がコンクリート内部に移動・濃縮することが確認されている。現時点ではこのような複合劣化を簡易にモデ

ル化する方法が存在しないため，中性化と塩化物イオン浸透が同時に進行する環境では，塩化物イオンの供

給がない環境よりも中性化残りを大きく設定し，中性化によって移動・濃縮した塩化物イオンに起因する鋼

材腐食の発生を防止する必要がある。例えば，コンクリート標準示方書 5)では，中性化残りを通常環境下で

10mm，塩害環境下で 10～25mm としており，これらの値を参考としてよい。ただし，塩化物イオンの供給

がある屋外での暴露試験において，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種

あるいはフライアッシュセメントC種の上限値以上としたコンクリートでは，JIS A 1152のフェノールフタ

レイン溶液噴霧法で測定した中性化深さよりも12mm程度内部まで塩化物イオンが浸透していたことが確認

されているため，塩害環境下ではこれよりも大きく中性化残りを設定する必要がある。 

 

中性化速度係数の予測式の適用性について 

 コンクリート標準示方書 5)では，式(5.3)の中性化速度係数の予測式を採用している。この式から得られた

中性化速度係数の予測値と暴露試験から得られた中性化速度係数の測定値を比較した結果，混和材の置換率

を高炉セメントC種の上限値以上としたコンクリートにおいて，予測値が測定値よりも小さくなったことが

確認されている。このため，混和材の置換率を高炉セメントC種の上限値以上としたコンクリートにおいて

は，式(5.3)の適用が困難であり，暴露試験あるいは促進中性化試験の結果に基づいて，中性化速度係数を設

定する必要がある。 

 

   
dp

JSCE AkC
W

×+
+-= 0.957.3a        (5.3) 

ここに，αJSCE：中性化速度係数の予測値(mm/√year)，W：単位体積あたりの水の質量(kg/m3)，Cp：単位体積

あたりのポルトランドセメントの質量(kg/m3)，Ad：単位体積あたりの混和材の質量(kg/m3)，k：混和材の種類

により定まる定数(高炉スラグ微粉末の場合 k = 0.7，フライアッシュの場合 k = 0)である。 

 

環境条件の考慮について 

 中性化の作用を受けない環境条件下で供用される構造物，無筋構造物で用心鉄筋も配置されていない構造

物においては，供用期間中の中性化による鋼材腐食の懸念がないため，中性化に対する抵抗性の評価を省略

してよい。中性化の作用を受けない環境条件としては，例えば，水中や土中等，大気との接触がない環境に

常時置かれる場合が挙げられる。 
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5.5 塩化物イオン浸透に対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性は，施工時と供用時に

構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有す

る方法によって評価するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，硬化体の細孔構造が緻密になること，水和生成物の

塩化物イオンの固定化能力が高まること等から，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較し

て，塩化物イオン浸透に対する抵抗性が向上することが多い。しかし，塩化物イオンに起因する鋼材の腐食

速度は中性化に起因するものと比較して速く，腐食の程度によっては構造物の耐荷性能にも甚大な影響を及

ぼす場合がある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵

抗性は，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基

づき，十分な信頼性を有する方法を用いて評価する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性の評価では，十分な信

頼性を有するデータを入手できる場合には，構造物の供用期間中に鋼材位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食

発生限界濃度に達しないことを照査する方法を用いてよい。また，低炭素型セメント結合材を用いたコンク

リートの塩化物イオンの見掛けの拡散係数が対象とする構造物で一般的に用いられているセメントを結合材

としたコンクリートの塩化物イオンの見掛けの拡散係数よりも小さくなることを試験によって確認し，かつ，

既存の基準類におけるかぶりの最小値の規定を順守する場合には，塩化物イオン浸透に対して十分な抵抗性

を有すると判定してよい。ただし，これらの方法によって塩化物イオン浸透に対する抵抗性を評価する際に

は，次の事項に留意する必要がある。 

 

かぶりの最小値について 

 電気泳動試験（JSCE-G 571）や浸せき試験（JSCE-G 572）の結果によると，低炭素型セメント結合材を用

いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性はポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して向上することが確認されている。しかし，現時点では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリ

ートにおける鋼材腐食発生限界濃度が明確でないこと，環境条件や構造物の部位の違い等による塩化物イオ

ン供給量の差やかぶり部のコンクリートの中性化が塩化物イオンの浸透メカニズムに与える影響が十分には

明確でないこと，実環境下における長期的な耐久性に関するデータの蓄積が十分でないこと等が懸念される。

また，既存の基準類のかぶりの最小値の規定は，鋼材腐食の防止に加えて，コンクリートと鋼材の付着の確

保と火災に対する鋼材の保護の観点からも定められたものである。したがって，構造物の供用期間中に鋼材

位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食発生限界濃度に達しないことを確認した場合においても，かぶりの最小

値については既存の基準類の規定に準拠することが望ましい。 
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コンクリート内部の塩化物イオン濃度の推定方法について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの内部における塩化物イオンの浸透は，式(5.4)のFickの拡

散方程式の解に従うと仮定してよい。ただし，かぶり部のコンクリートの中性化深さが大きくなる場合には，

式(5.4)を用いて塩化物イオン浸透を推定することが困難となる。このような場合には，中性化に対する抵抗

性の評価において，中性化残りを大きく設定することで，かぶり部のコンクリートの中性化によって内部に

移動・濃縮する塩化物イオンに起因する鋼材腐食の発生を防止する必要がある。 

 

   i
ap

C
tD

xerfCtxC +
ïþ

ï
ý
ü

ïî

ï
í
ì

×
-= )

2
(1),( 0       (5.4) 

ここに，C(x, t)：距離 xと供用期間 tでの塩化物イオン濃度(kg/m3)，x：コンクリート表面からの距離(cm)，t：

供用期間(year)，C0：コンクリート表面における塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化物イオン濃度

(kg/m3)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(cm2/year)，erf：誤差関数である。 

 

塩化物イオンの見掛けの拡散係数について 

 供用時に構造物が置かれる環境条件と同様の環境条件で行った暴露試験の結果を入手できる場合には，こ

の結果を用いて塩化物イオンの見掛けの拡散係数を設定してよい。暴露試験の結果を入手できない場合には，

浸せき試験の結果を用いて塩化物イオンの見掛けの拡散係数を設定してよい。 

 また，電気泳動試験から得られる実効拡散係数を用いても，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリー

トとポルトランドセメントのみを用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に対する抵抗性を比較できること

が確認されている。ただし，電気泳動試験から得られる実効拡散係数は，暴露試験や浸せき試験から得られ

る見掛けの拡散係数とは物理的意味が異なるため，実効拡散係数を見掛けの拡散係数に換算するためには，

両者の関係を試験によって別途明らかにしておく必要がある。 

 

鋼材腐食発生限界濃度の設定について 

 コンクリート標準示方書 5)では，複数のセメントの種類ごとに鋼材腐食発生限界濃度が示されているが，

高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種相当以上あるいはフライアッシュセ

メントC種相当以上としたコンクリート，複数の混和材を同時に用いたコンクリート，早強ポルトランドセ

メントの一部を混和材で置換したコンクリート等については鋼材腐食発生限界濃度が示されていない。この

ため，供用期間中に鋼材位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食発生限界濃度に達しないことを照査するために

は，試験や実績等に基づき，鋼材腐食発生限界濃度を適切に設定する必要がある。 
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環境条件の考慮について 

 中性化と塩化物イオン浸透の作用を同時に受ける環境条件下で供用される構造物では，塩化物イオン浸透

に対する抵抗性の評価を行うとともに，中性化に対する抵抗性の評価において，かぶり部のコンクリートの

中性化による塩化物イオンの移動・濃縮の影響を考慮して，中性化残りを適切に設定する必要がある。 

 

 

5.6 凍結融解に対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの凍結融解に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が

置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法に

よって評価するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることに

よって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同等以上の凍結融解に対する抵抗性を確保でき

ることが多い。しかし，高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値よりも高くしたコンクリー

トでは，化学混和剤を用いて AE コンクリートとしても凍結融解に対して十分な抵抗性が得られない場合が

ある。また，フライアッシュを用いたコンクリートでは化学混和剤がフライアッシュに含まれる未燃カーボ

ンに吸着されて空気量の確保が困難となる場合もある。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンク

リートの凍結融解に対する抵抗性は，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，暴露

試験や促進試験の結果等に基づき，十分な信頼性を有する方法によって評価する必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの凍結融解に対する抵抗性の評価は，JIS A 1148のA法に

準拠した凍結融解試験による相対動弾性係数の測定値に基づいて行ってよい。コンクリート標準示方書 5)で

は構造物の置かれる気象条件ごとに相対動弾性係数の最小限界値を示しており，供用時に構造物が置かれる

環境条件を適切に考慮して，これを参考として凍結融解に対する抵抗性を評価してよい。 

 また，対象とする低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいて，セメントと混和材の種類，混

和材の置換率，化学混和剤の種類と使用量，骨材の種類，空気量の目標値等，実施工と同条件で製作した供

試体を用いた凍結融解試験を事前に行い，凍結融解に対して十分な抵抗性が得られることを確認している場

合には，施工時のフレッシュコンクリートの空気量の管理を適切に行うことによって，凍結融解に対して十

分な抵抗性を有すると判定してよい。 
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5.7 温度ひび割れに対する抵抗性 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートで温度ひび割れの発生が懸念される場合には，温度応力解

析の結果等に基づき，温度ひび割れに対する抵抗性を評価するものとする。 

 

【解説】 

 若材齢での温度変化や自己収縮等に伴う体積変化が拘束されるために発生する温度ひび割れに対する抵抗

性の評価は，コンクリート標準示方書 5)あるいはマスコンクリートのひび割れ制御指針 6)に準拠した十分な

信頼性を有する解析手法を用いて，温度ひび割れ発生確率あるいは温度ひび割れ指数に基づいて行う必要が

ある。また，これらと同等以上の信頼性を有することが確認された方法であれば，温度ひび割れに対する抵

抗性の評価に用いてよい。 

 温度ひび割れに対する抵抗性の評価において，ひび割れ発生確率あるいはひび割れ指数の目標値について

は，構造物の要求性能と供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮した上で適切に設定する必要がある。ま

た，温度ひび割れを制御するためには，設計，材料選定，配合設計，施工等の各段階で採用することのでき

る温度ひび割れ制御対策を総合的に検討し，必要に応じた対策を実施する必要がある。 

 コンクリート標準示方書 5)とマスコンクリートのひび割れ制御指針 6)では，セメントの種類ごとに，コン

クリートの熱特性（熱膨張係数，断熱温度上昇特性等），力学特性（圧縮強度，割裂引張強度，ヤング係数等），

収縮特性（自己収縮ひずみ等）等の物性値を示している。混和材を用いる場合については，高炉セメント B

種あるいはフライアッシュセメントB種を用いたコンクリートの物性値を示しているが，高炉スラグ微粉末

あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種相当以上あるいはフライアッシュセメントC種相当以

上としたコンクリート，複数の混和材を同時に用いたコンクリート，早強ポルトランドセメントの一部を混

和材で置換したコンクリート等については，温度ひび割れに対する抵抗性の評価に用いる物性値が明確では

ない。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの物性値が既存の基準類に示されていない場合には，

試験や実績等によって適切な物性値を設定して，温度ひび割れに対する抵抗性を評価する必要がある。 
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5.8 二酸化炭素排出削減効果 
 低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，評価の対象範囲を明確に設

定した上で，十分な信頼性を有する方法及びデータを用いて定量的に評価するものとする。 

 

【解説】 

 構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量を定量化する方法としては，コンクリートに用いる材料

の製造時に発生する二酸化炭素排出量を各材料の使用量とインベントリデータから算出する方法，構造物の

ライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を積上げ計算あるいは産業連関分析によって算出する方法の 2

種類がある。低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，これらの方法に

基づき，十分な信頼性を有するデータを用いて定量的に評価する必要がある。 

 二酸化炭素排出削減効果を正確に定量化するためには，評価の対象範囲を事前に明確に設定することが不

可欠である。低炭素型セメント結合材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，ポルトランドセ

メントを高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等の混和材で置き換えることで得られる。このため，低炭素型

セメント結合材を用いたコンクリートの施工方法が一般的なコンクリートと同様であれば，インベントリデ

ータを活用した材料製造時における二酸化炭素排出量の算出結果の比較のみで二酸化炭素排出削減効果を評

価してよい。一方，施工方法がポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと大幅に異なる場合やコン

クリート工事全体で得られる二酸化炭素排出削減効果を比較する場合には，ライフサイクルをとおした二酸

化炭素排出削減効果を算出して評価することが望ましい。 

 二酸化炭素排出削減効果を定量化する際の参考資料としては文献7)～14)がある。これらで示されている方

法及びデータについては，十分な信頼性を有するものとして，二酸化炭素排出削減効果を定量化する際に採

用してよい。また，これらと同等以上の信頼性を有することが確認された方法及びデータについても，二酸

化炭素排出削減効果を定量化する際に採用してよい。ただし，評価の対象範囲，採用した方法及びデータに

よって二酸化炭素排出削減効果の試算結果が異なる傾向を示す場合があるため，試算結果を示す際にはこれ

らの情報も同時に明示する必要がある。 

 

参考文献 

1) fib: Model Code for Concrete Structures 2010, First Edition, 2013 

2) 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建築物の耐久設計施工指針（案）・同解説，2004 

3) 日本建築学会：高耐久性コンクリート造設計施工指針（案）・同解説，1991 

4) 気象庁ホームページ：二酸化炭素濃度の経年変化，http://ds.data.jma.go.jp/ghg/kanshi/ghgp/co2_trend.html 

5) 土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［設計編］，2013 

6) 日本コンクリート工学協会：マスコンクリートのひび割れ制御指針2008，2008 

7) ISO 13315-1: Environmental Management for Concrete and Concrete Structures – Part 1 General Principles, 2014 

8) ISO 13315-2: Environmental Management for Concrete and Concrete Structures – Part 2 System Boundary and 

Inventory Data, 2014 
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9) 国土交通省国土技術政策総合研究所：社会資本のライフサイクルをとおした環境評価技術の開発，国土

技術政策総合研究所プロジェクト研究報告書第36号，2012 

10) プレストレスト・コンクリート建設業協会：PC 構造物の環境負荷低減への取組み－PC 構造物の建設に

伴うCO2排出量の見える化－，2011 

11) 日本コンクリート工学協会：コンクリートセクターにおける地球温暖化物質・廃棄物の最小化に関する

研究小委員会報告書，2010 

12) 土木学会：コンクリート構造物の環境性能照査指針（試案），コンクリートライブラリー125，2005 

13) 土木学会：コンクリートの環境負荷評価（その2），コンクリート技術シリーズ62，2004 

14) 土木学会：コンクリートの環境負荷評価，コンクリート技術シリーズ44，2002 
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6 章 製造及び施工 
 

 

6.1 一般 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの製造及び施工は，所要の品質を有するフレッシュコンク

リート及び硬化コンクリートが得られる方法によって行うものとする。 

 

【解説】 

 この章では，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの製造及び施工の原則と配慮することが望ま

しい事項を示した。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのフレッシュ性状は，セメント及び混和材の種類や混和材

の置換率によって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと異なる傾向を示す場合がある。例え

ば，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートではフレッシュコン

クリートの粘性が高くなること，フレッシュ性状や凝結時間が施工時の気温の影響を受けやすく，特に施工

時の気温が高いとワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなることがある。所要の性能を有する構

造物を構築するためには，このような低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの特徴を適切に把握し

た上で，コンクリートの製造及び施工を行う必要がある。また，硬化コンクリートの品質を確保するために

は，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンク

リートと同様に，打込み後の養生を適切に行う必要がある。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの製造及び施工の標準的な方法については，5 編のマニュア

ル（案）の規定を参照するとよい。 

 

 

6.2 計量 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに用いる材料の計量は，原則として，1 バッチ分ずつ質量

で行い，かつ，計量誤差があらかじめ決められた範囲内となるように行うものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，材料の計量は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートが所要の品質を有するよう，

材料の管理状態，コンクリートの温度等を勘案して定められた配合に基づいて適切に行う必要がある。この

際，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリート

と比較して，結合材として用いる材料の種類が多くなること，ポルトランドセメントの使用量が少なく混和

材の使用量が多くなることに留意するとよい。 

 セメント及び混和材の計量誤差については，JIS A 5308 レディーミクストコンクリートを参考に，1回計
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量分量の計量誤差をセメントで±1%，混和材で±2%（高炉スラグ微粉末で±1%）としてよい。ただし，複

数の混和材を同時に用いる場合，1 回あたりに計量する結合材の質量が多い場合や少ない場合等，材料の計

量誤差がコンクリートの品質に与える影響が大きくなることが懸念される際には，適切な計量誤差を別途設

定することが望ましい。 

 セメント及び混和材が袋詰めで供給される場合で，1 袋の質量が記載質量に対してあらかじめ決められた

計量誤差の範囲内にあることを確認した場合には，袋単位で計量を行ってよい。また，複数の結合材をプレ

ミックスして用いる場合には，プレミックス後の材料の計量誤差を適切に設定することが望ましい。 

 

 

6.3 練混ぜ 
 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートに用いる材料は，練上がり後のコンクリートが均質になる

まで，所要の性能を有するミキサを用いて十分に練り混ぜるものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは複数の結合材を用いること，高炉スラグ微粉末の置換

率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは粘性が高くなる場合があることから，所要の

性能を有するミキサを用いて，練上がり後のコンクリートが均質になるまで十分に練り混ぜる必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して結合材の種類が多くなるため，あらかじめ材料の投入順序を決定しておくこと，試し練りによって

練混ぜ時間を決定しておくことに対しては，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも配慮す

ることが望ましい。 

 フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質を試験によって確認した場合には，これと同様の方

法で材料を練り混ぜることが望ましい。また，試し練りを行う際には，実施工となるべく近い条件で材料の

練混ぜを行う必要がある。 
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6.4 運搬・打込み・締固め・仕上げ 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの現場までの運搬は，荷卸しが容易で，運搬中に材料分離

が生じにくく，スランプや空気量等の変化が小さい方法で行うものとする。 

(2) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのコンクリートポンプによる圧送は，コンクリートの圧送

性や圧送後のコンクリートの品質を考慮して行うものとする。 

(3) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートは，コールドジョイントや材料分離が生じないよう，適切

な施工計画に従って連続して打ち込み，締め固めるものとする。 

(4) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの仕上げは，締固め後の適切な時期に行うものとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと

比較して，ワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなる場合があること，また，この傾向は特に気

温が高いと顕著に現れる場合があることから，荷卸し時に所要のワーカビリティーを確保できるよう配慮し

て運搬を行う必要がある。また，化学混和剤を用いてワーカビリティーを確保する場合には，実施工となる

べく近い条件で試し練りを行い，化学混和剤の種類の選定と使用量の調整を行う必要がある。 

 

(2)について 

 高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，フレッシュコン

クリートの粘性が高くなることがあるため，コンクリートポンプを用いて圧送する場合には，必要に応じて

実施工となるべく近い条件で試験を行い，圧送計画を入念に検討するとともに，圧送後のコンクリートの品

質が低下しないよう配慮する必要がある。 

 

(3)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートのスランプ保持性や凝結時間は，セメントと混和材の種類

及び混和材の置換率，水結合材比，化学混和剤の種類と使用量，コンクリートの温度，外気温等の影響を受

ける。特に高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結合材比の小さいコンクリートでは，フレッ

シュコンクリートの粘性が高くなること，ワーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなることが懸念

される。低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの打込みにおいては，これらのことを総合的に勘案

して施工計画を作成し，打込み開始後は連続して作業を行い，締固めを行う必要がある。 

 

(4)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの凝結時間とブリーディング量は，ポルトランドセメント

のみを用いたコンクリートと比較して異なる傾向を示す場合があるため，試験によって傾向を把握し，締固

め後の適切な時期に仕上げを行う必要がある。また，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや水結
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合材比の小さいコンクリートでは，ブリーディング量が小さくなる場合があるため，必要に応じて膜養生剤

等を用いてコンクリートの表面の乾燥やこわばりを防ぐとよい。 

 

 

6.5 湿潤養生 
(1) 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの養生は，打込み後の一定期間，硬化に必要な温度及び湿

潤状態に保ち，硬化コンクリートが所要の品質を有するように行うものとする。 

(2) 硬化コンクリートが所要の品質を有するまでに必要となる湿潤養生期間は，試験等に基づいて設定するも

のとする。 

(3) 湿潤養生時のコンクリートの温度は，硬化コンクリートの品質が損なわれないよう，適切な温度に保つも

のとする。 

 

【解説】 

(1)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質は，湿潤養生期間や打込み後の温度履歴の影響を受

けるため，硬化コンクリートの品質を確保し，かつ，構造物に所要の性能を付与するため，ポルトランドセ

メントのみを用いたコンクリートと同様に，打込み後の養生を適切に行う必要がある。 

 

(2)について 

 コンクリート標準示方書 1)ではセメントの種類ごとに湿潤養生期間の標準を示しているが，高炉スラグ微

粉末あるいはフライアッシュの置換率を高炉セメントC種相当以上あるいはフライアッシュセメントC種相

当以上としたコンクリート，複数の混和材を同時に用いたコンクリート，早強ポルトランドセメントの一部

を混和材で置換したコンクリート等については，湿潤養生期間の標準は明確ではない。このため，低炭素型

セメント結合材を用いたコンクリートでは，試験等に基づき，適切な湿潤養生期間を設定する必要がある。 

 

湿潤養生期間の設定方法について 

 既存の基準類では様々な根拠に基づいて湿潤養生期間を設定している。湿潤養生期間の設定方法としては，

主に次の2つの方法がある。湿潤養生期間を検討する際には，硬化コンクリートの品質，すなわち，強度，

耐久性，ひび割れ抵抗性に加えて，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮する必要がある。 

 

・所要の品質を担保できる湿潤養生期間を試験によって設定する 

 構造物の種別，施工時と供用時に構造物が置かれる環境条件等を踏まえて低炭素型セメント結合材を用い

たコンクリートに求められる品質を明確にした上で，硬化コンクリートが所要の品質を有することを担保で

きる湿潤養生期間を試験によって確認し，これを湿潤養生期間として設定する。 

 例えば，構造物の種別によっては，所定の材齢で所要の強度を得ることが求められる場合，中性化や塩化
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物イオン浸透，凍結融解等の作用に対して所要の抵抗性を有することが求められる場合がある。このような

場合には，所要の品質を担保することができる湿潤養生期間を試験によって確認し，これを湿潤養生期間と

して設定してよい。 

 

・既存の基準類の標準的な湿潤養生期間と同等の品質を担保できる湿潤養生期間を試験によって設定する 

 既存の基準類の標準的な湿潤養生期間で得られるコンクリートの品質を明確にした上で，低炭素型セメン

ト結合材を用いたコンクリートにおいて，これと同等の品質を担保できる湿潤養生期間を試験によって確認

し，これを湿潤養生期間として設定する。 

 例えば，コンクリート標準示方書 1)には，普通ポルトランドセメント，混合セメントB 種，早強ポルトラ

ンドセメントを用いた場合の湿潤養生期間の標準が示されている。これらの湿潤養生期間の標準と同等の品

質を確保できる湿潤養生期間を試験によって確認した場合には，これを湿潤養生期間として設定してよい。 

 

 なお，文献 2)，3)では，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いたコンクリートの湿潤養生期間

の標準が示されているため，必要に応じて参考にするとよい。 

 

(3)について 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの強度発現は湿潤養生時のコンクリートの温度の影響を

受けるため，打込み後から十分な硬化が進むまでは硬化に必要な温度に保ち，低温，高温，急激な温度変化

等による有害な影響を受けないよう配慮する必要がある。冬期で気温が低い場合には，給熱養生や保温養生

を行うことによって，湿潤養生時のコンクリートの温度を一定以上となるように制御することが望ましい。 

 冬期で気温が低い場合には，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメント

のみを用いたコンクリートと比較して，初期材齢の強度発現が遅くなることがある。特に初期材齢の平均温

度が 10℃よりも低い状態が継続する場合には，強度発現の遅延の程度が大きくなることが確認されている。

このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの養生時の温度については，10℃以上に保つこと

が望ましい。ただし，初期材齢の平均温度が10℃よりも低い状態が継続した際の強度発現の傾向と硬化コン

クリートの品質を試験によって確認している場合には，この限りではない。 

 一方，マスコンクリートでは，気温によっては温度ひび割れの発生リスクが高くなる場合があるため，温

度ひび割れに対する抵抗性を適切に評価し，必要に応じて，温度ひび割れの発生を抑制するための対策を実

施することが望ましい。 

 

参考文献 

1) 土木学会：2012年制定コンクリート標準示方書［施工編］，2013 

2) 土木学会：高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの施工指針，コンクリートライブラリー86，1996 

3) 土木学会：フライアッシュを用いたコンクリートの施工指針（案），コンクリートライブラリー94，1999 
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7 章 品質管理 
 

 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質管理は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリ

ートが所要の品質を有するよう，施工の各段階において適切に行うものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリートの品質を確保するため，施工の各段階におい

て品質管理を適切に行う必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの品質管理は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリ

ートの品質の特徴を適切に把握した上で，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様の方法で

行ってよい。ただし，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用

いたコンクリートと比較して，結合材として用いる材料の種類が多くなる場合があること，気温が高いとワ

ーカビリティーの経時的な低下の程度が大きくなる場合があること，気温が低いと凝結や強度発現が遅くな

る場合があることから，品質管理の頻度を高める等，必要に応じて，所要の品質を確保するための取組みを

行うとよい。 

 なお，対象とする結合材や構造物の種別ごとの品質管理の方法については，5 編のマニュアル（案）の規

定を参照するとよい。 
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8 章 検査 
 

 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの検査は，あらかじめ定められた判定基準に基づいて，客

観的な判定が可能な手法によって行うものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートにおいても，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ

ートと同様に，あらかじめ定められた判定基準に基づいて，客観的な判定が可能な手法を用いて検査を行う

必要がある。 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの検査は，フレッシュコンクリート及び硬化コンクリート

の品質の特徴を適切に把握した上で，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様の方法で行っ

てよい。 

 

 

【参考】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートでは，混和材の使用量が多いため，ポルトランドセメント

のみを用いたコンクリートと比較して，コンクリートの表面や内部の色調が異なることがある。例えば，高

炉スラグ微粉末を用いたコンクリートの表面は，型枠を取り外した直後に青藍色を呈することがあるが，大

気に触れることによって徐々に消色して，その後はポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも

白くなることが多い。一方，コンクリートの内部は長期材齢においても青藍色を呈していることが多い（写

真－8.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     (A)普通ポルトランドセメントのみを用いた              (B)高炉スラグ微粉末の置換率を 90%とした 
        コンクリート（W/B=50%）                            コンクリート（W/B=35%） 

写真－8.1 供試体の割裂面の色調 
※100×100×200mmの角柱供試体を材齢 28 日まで 20℃の養生槽で水中養生し，材齢 84 日まで実験室（温度 20℃，湿度 60%）

で気中養生した後，角柱供試体の中央部付近を割裂して断面を撮影した。  
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9 章 記録 
 

 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの設計，製造，施工，品質管理，検査で得られた情報は，

構造物の維持管理で活用できるよう，適切に記録して保管するものとする。 

 

【解説】 

 低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートの設計，製造，施工，品質管理，検査で得られた情報は，

ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様に，構築された構造物の初期状態を表すものであり，

構造物を長期的に維持管理していくための基礎データとなる。また，構造物に何らかの変状が認められた場

合に，その原因を究明する上で重要な情報となる。このため，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリー

トの設計，製造，施工，品質管理，検査で得られた情報については，適切に記録し，工事を終えた後も構造

物の供用期間にわたって保管する必要がある。 

 記録の保管にあたっては，構造物の維持管理で確実に活用できるよう，次の 1.～5.に示す事項を参考に保

管すべき情報を選定してよい。 

 

  1. 配合に関する資料 

  2. 設計に関する資料 

  3. 製造及び施工に関する資料 

  4. 品質管理の結果に関する資料 

  5. 検査の結果に関する資料 

 

 また，低炭素型セメント結合材を用いたコンクリートではポルトランドセメントのみを用いたコンクリー

トと比較して混和材の使用量が多くなること，混和材の種類や置換率はコンクリートの品質に多大な影響を

与えることから，特に，結合材として用いた材料の品質，混和材の種類と置換率，水結合材比等の配合条件，

フレッシュコンクリートと硬化コンクリートの品質管理の結果等について，構造物の維持管理で活用できる

よう，明確な形で記録して保管することが望ましい。 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ部 
高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの 

設計・施工マニュアル（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：大成建設株式会社 
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1 章 総則 
 

 

1.1 適用の範囲 

(1) 「高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの設計・施工マニュアル（案）（以下，この

マニュアル（案）という）」は，高炉スラグ微粉末，膨張材，消石灰，ポルトランドセメント，石灰石微

粉末の一部または全部を組み合わせた低炭素型のコンクリート「環境配慮コンクリート」を用いたコンク

リート構造物の設計及び施工の標準的な方法を示したものである。 

(2) このマニュアル（案）とガイドライン（案）に記載のない事項は，土木学会「コンクリート標準示方書」

に従ってよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 このマニュアル（案）は，「低炭素型セメント結合材を用いたコンクリート構造物の設計・施工ガイドライ

ン（案）（以下，ガイドライン（案）という）」に適合する環境配慮コンクリートを用いたコンクリート構造

物の設計及び施工において，その標準的な方法及び配慮すべき事項を示したものであり，図－1.1 のように

構成される。環境配慮コンクリートを用いたコンクリート構造物の設計及び施工は，このマニュアル（案）

及びガイドライン（案）に基づいて行う必要がある。 

 

 

二酸化炭素排出量の評価 

施工 

構造物の要件 

設計 

4.9 二酸化炭素排出削減効果の定量化 

2章 材料 

3章 配合 

4章 設計及び照査 

5章 製造，施工及び品質管理 

図－1.1 高炉スラグ微粉末を結合材とした低炭素型のコンクリートの 
設計・施工マニュアル（案）の構成 
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(2)について 

 このマニュアル（案）とガイドライン（案）に記載のない事項は，一般的なコンクリートと同様の考え方

または手法によって設計及び施工を行うことができるため，コンクリート構造物全体として確実な設計及び

施工を実現するための基本が示されている最新の土木学会「コンクリート標準示方書」を参考に検討を進め

てよい。このマニュアル（案）の発刊時（2016年1月）では，「2012年制定コンクリート標準示方書」が最

新であるが，今後，改定された場合には，改定の内容を適切に考慮した上で改訂版を参照してよい。 

 

 

1.2 用語の定義 

 このマニュアル（案）では，次のように用語を定義する。 

・混和材：このマニュアル（案）では，高炉スラグ微粉末を指す。 

・刺激材：このマニュアル（案）では，膨張材，消石灰，ポルトランドセメント及び石灰石微粉末を指す。 

・結合材：このマニュアル（案）では，混和材と刺激材を指す。 

 

【解説】 

混和材，刺激材及び結合材について 

 環境配慮コンクリートの結合材は混和材と刺激材で構成する。混和材は高炉スラグ微粉末であり，刺激材

は，膨張材，消石灰，ポルトランドセメント及び石灰石微粉末である。刺激材は，高炉スラグ微粉末の水和

反応の活性化やコンクリートの品質の向上を目的として添加する。これらの材料が有する品質については 2

章に，配合選定に関する事項については3章に示した。 

 
 
1.3 環境配慮コンクリートの特徴 

(1) 環境配慮コンクリートは，結合材に占める混和材の割合が 70%以上かつ，刺激材の割合が 30%以下であ

り，刺激材に含まれるポルトランドセメントの割合が結合材の0～5%である。 

(2) 環境配慮コンクリートは，使用する材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を，普通ポルトランドセメ

ントを用いた水セメント比55%のコンクリートの20～30%に削減することができる。 

(3) 環境配慮コンクリートは，設計基準強度が 18～36N/mm2であり，特に，低発熱性，塩分浸透抵抗性，ア

ルカリシリカ反応の抑制効果に優れる。 

(4) 環境配慮コンクリートは，無筋及び鉄筋コンクリート構造物に用いることができる。 

 

【解説】 

(1)について 

 ガイドライン（案）で取り扱う低炭素型セメント結合材と，このマニュアル（案）による環境配慮コンク

リートの結合材の位置づけを図－1.2 に示す。環境配慮コンクリートは，結合材に占めるポルトランドセメ
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ントの割合を“ゼロ”とすることを基本とし，膨張材，消石灰，石灰石微粉末を刺激材として高炉スラグ微

粉末を硬化させたものである。これにより，(2)，(3)に示す特徴を有する。ポルトランドセメントは，品質の

向上または材料コストの低減の観点から，結合材の 5%まで用いる場合がある。混和材や刺激材が有するべ

き品質及び標準とする配合については，2章及び3章に示した。 

 このマニュアル（案）で標準とする材料及び配合条件の環境配慮コンクリートは，試験によりワーカビリ

ティー，強度特性，耐久性，水和発熱特性等の品質を確認しており，このマニュアル（案）に従って設計，

製造及び施工を行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1.2 環境配慮コンクリートの結合材の位置づけ 

 

(2)について 

 環境配慮コンクリートは高炉スラグ微粉末を主たる結合材とし，ポルトランドセメントの割合を大幅に削

減したものである。これにより，コンクリートに用いる材料の製造にかかわる二酸化炭素排出量を，普通ポ

ルトランドセメントを用いた水結合材比55%のコンクリートの20～30%に削減できることを特徴とする。 

 

(3)について 

 環境配慮コンクリートの設計基準強度は 18～36N/mm2とする。設計基準強度が 24N/mm2（呼び強度 24 相

当）の環境配慮コンクリートについては，試験により強度特性，収縮特性，温度物性，耐久性，水和発熱特

性等の品質を確認している。環境配慮コンクリートは，普通ポルトランドセメントを用いた水結合材比55%

のコンクリートと比較して，優れた低発熱性，塩化物イオンの浸透抵抗性及びアルカリシリカ反応の抑制効

果を有することを特徴とする。なお，収縮特性及び凍結融解抵抗性は普通ポルトランドセメントを用いた水

結合材比55%のコンクリートと同等であり，中性化抵抗性は若干低い。 

 一般に，混和材を多量に用いたコンクリートでは，高炉セメントB種コンクリートと比較して初期の強度

混和材の置換率：高
二酸化炭素の排出削減効果：大

フライアッシュセメント(JIS R 5213)

高炉セメント(JIS R 5211)

普通・早強ポルトランドセメント(JIS R 5210)

低炭素型セメント結合材

A種 B種 C種

A種 B種 C種

・プレストレストコンクリート：
早強ポルトランドセメントの一部を混和材で置換したコンクリート

・鉄筋コンクリート・無筋コンクリート：
混和材の置換率をJISの高炉セメントC種以上(70%以上)としたコンクリート

5% 10% 20% 30%

5% 30% 60% 70%

※百分率はJISの混合セメントにおける混和材の置換率を表示

環境配慮コンクリート
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発現性が劣る場合があるが，環境配慮コンクリートについては，材齢 7 日での強度は同一強度レベル（水結

合材比55%）の高炉セメントB種コンクリートと同程度であり，十分な強度発現性を有する。 

 

(4)について 

 環境配慮コンクリートは，無筋及び鉄筋コンクリート構造物に用いることを想定しており，プレストレス

トコンクリート構造物に用いることは想定していない。(3)に示す品質を有することを理解して，マスコンク

リートや，地中埋設構造物，沿岸構造物及び海洋構造物等に用いるとその特徴を活かすことができる。 

 環境配慮コンクリートは，スランプが 24cm 以下であるコンクリートや高流動コンクリートとして用いる

ことを想定している。水中コンクリート，吹付けコンクリート，蒸気養生による二次製品用のコンクリート

等としても用いることができるが，適用にあたってはあらかじめ試験等による品質の確認が必要である。 
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2 章 材料 
 

 

2.1 一般 

 環境配慮コンクリートに用いる材料は，環境配慮コンクリートの品質と構造物の性能が確保されるように，

品質が確かなものを用いなければならない。 

 

【解説】 

 環境配慮コンクリートの強度特性，収縮特性，温度物性，耐久性，水和発熱特性等の品質を確保するため

には適切な材料を選定することが重要である。混和材，刺激材，骨材，練混ぜ水，化学混和剤等の材料は，

JIS ならびに土木学会規準等の品質規格に適合した材料を選定することが望ましい。それ以外の材料を用い

る場合には，品質の適否を試験によって確認する必要がある。 

 

 

2.2 混和材 

 混和材は，JIS A 6206に適合した高炉スラグ微粉末4000を標準とする。 

 

【解説】 

 JIS A 6206に適合した高炉スラグ微粉末4000を混和材とした環境配慮コンクリートは，フレッシュ性状，

強度発現性及び耐久性を有し，収縮も過大にならないこと等を試験により確認したため，これを標準とした。

その他の高炉スラグ微粉末を用いる場合には，それらの品質が適切であることを試験によって確認する必要

がある。なお，高炉スラグ微粉末は，自己収縮の抑制の観点から，せっこうが添加されたものが望ましい。 

 

 

2.3 刺激材 

(1) 膨張材は，JIS A 6202に適合した標準使用量が30kg/m3のものを標準とする。 

(2) 消石灰は，JIS R9001に適合した消石灰特号を標準とする。 

(3) 石灰石微粉末は，JIS R 5210の少量混合成分及び JIS A 5041に適合したものを標準とする。 

(4) ポルトランドセメントは，JIS R5210に適合した早強ポルトランドセメントを標準とする。 

 

【解説】 

(1)について 

 膨張材は環境配慮コンクリートの自己収縮を低減するだけでなく，刺激材として高炉スラグ微粉末の反応

を活性化することを目的として用いる。JIS A 6202に適合した標準使用量が30kg/m3の膨張材を刺激材とした

環境配慮コンクリートは，フレッシュ性状，収縮性状，強度発現性，耐久性等の品質が適切であることを試
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験により確認したため，これを標準とした。その他の膨張材を用いる場合には，それらの品質が適切である

ことを試験によって確認する必要がある。 

 

(2)について 

 消石灰は刺激材として高炉スラグ微粉末の反応を活性化し，強度と耐久性を向上させることを目的として

用いる。JIS R9001に規定される消石灰特号を刺激材とした環境配慮コンクリートは，フレッシュ性状，収縮

性状，強度発現性，耐久性等の品質が適切であることを試験により確認したため，これを標準とした。その

他の消石灰を用いる場合には，それらの品質が適切であることを試験によって確認する必要がある。 

 

(3)について 

 石灰石微粉末は，ワーカビリティーの改善，初期強度の増進を目的として用いる。JIS R 5210のうち「5.3

少量混合成分」に適合した石灰石を粉砕して，JIS A 5041に適合させた石灰石微粉末を刺激材とした環境配

慮コンクリートは，フレッシュ性状，収縮性状，強度発現性，耐久性等の品質が適切であることを試験によ

り確認したため，これを標準とした。その他の石灰石微粉末を用いる場合には，それらの品質が適切である

ことを試験によって確認する必要がある。 

 石灰石微粉末の粉末度はワーカビリティーと初期強度の発現性を考慮して選定するとよい。粉末度がブレ

ーン値で4000cm2/g程度の石灰石微粉末では良好な結果が得られている。 

 

(4)について 

 ポルトランドセメントは，強度の増進と材料コストの低減を目的として用いる。JIS R5210に適合した早強

ポルトランドセメントを刺激材とした環境配慮コンクリートは，フレッシュ性状，収縮性状，強度発現性，

耐久性等の品質が適切であることを試験により確認したため，これを標準とした。その他のポルトランドセ

メントを用いる場合には，それらの品質が適切であることを試験によって確認する必要がある。 

 

 

2.4 化学混和剤 

 化学混和剤は，JIS A 6204に適合したものを標準とする。 

 

【解説】 

 JIS A 6204に適合した化学混和剤を用いた環境配慮コンクリートは，フレッシュ性状，収縮性状，強度発

現性，耐久性等の品質が適切であることを試験により確認したため，これを標準とした。 

 環境配慮コンクリートは，普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートよりも，同一強度を得るため

の水結合材比が低く，単位結合材量が多くなるため，粘性が高くなる場合やスランプの保持時間が短くなる

場合があるので，化学混和剤の選定には留意が必要である。遅延形の高性能 AE 減水剤の使用，または，高

性能 AE 減水剤と遅延形の減水剤の併用で，施工に支障のないワーカビリティーを得られること及び時間の
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経過によるスランプの低下を抑えられることを試験によって確認している。 

 空気量の調整にAE剤を用いる場合，AE剤の種類によっては良質なエントレインドエアーが導入できず凍

害に対する抵抗性を確保できないことがあるため，選定に留意が必要である。 
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3 章 配合 
 

 

3.1 一般 

(1) 環境配慮コンクリートの結合材の構成は表－3.1を標準とする。 

 

                  表－3.1 結合材の構成の標準          （質量%） 

結合材の構成 高炉スラグ 
微粉末 膨張材 消石灰 石灰石 

微粉末 
早強ポルトラ

ンドセメント 
B77E7C7L9 77.2 6.9 7.3 8.6 － 

B77E7C3H4L9 77.2 6.9 3.3 8.6 4.0 

B80E7H4L9 79.9 7.2 － 8.9 4.0 

 

(2) 環境配慮コンクリートの呼び強度は，管理材齢28日において24を標準とする。 

(3) (1)及び(2)を満足する環境配慮コンクリートを「標準の環境配慮コンクリート」とする。 

(4) この章に記載のない事項は，土木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［施工編］」4章に従ってよ

い。 

 

【解説】 

(1)，(2)及び(3)について 

 環境配慮コンクリートは，表－3.1に示す結合材の構成で，かつ，呼び強度24であれば，強度特性，耐久

性，水和発熱特性等の品質が適切であることを試験により確認しており，これを「標準の環境配慮コンクリ

ート」と定義した。標準の環境配慮コンクリートは，このマニュアル（案）に従って設計，製造及び施工を

行うことができる。 

 結合材の構成は，ポルトランドセメントを使用しない B77E7C7L9 を基本とし，要求される品質や材料コ

ストに応じて，刺激材の一部に早強ポルトランドセメントを用いたものとした。結合材に占める混和材の割

合は，高炉セメントC種よりも高い二酸化炭素排出削減効果を実現するために75%以上とした。 

 B77E7C3H4L9は，B77E7C7L9の消石灰の割合を7%から4%に減じ，その分を早強ポルトランドセメント

で置換したものであり，同一の水結合材比の B77E7C7L9 と比較して強度が高くなり，材料コストを削減す

ることができる。ただし，収縮が大きくなることに留意が必要である。 

 B80E7H4L9は，消石灰を使用せずに結合材の4%を早強ポルトランドセメントとし，結合材を JIS A 5308

「レディーミクストコンクリート」または JIS R 5210「ポルトランドセメント」に規定される材料のみで構

成したものである。B77E7 C7L9と同等の品質を得ることができる。 
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3.2 配合設計の手順 

(1) 環境配慮コンクリートの配合設計にあたっては，二酸化炭素排出削減効果を含むコンクリートに求められ

る品質を確認し，配合条件及び結合材の構成を設定する。 

(2) 設定した配合条件及び結合材の構成に基づき，試し練りの基準となる暫定の配合を設定する。 

(3) 設定した暫定の配合を基に，実際に用いる材料を用いて試し練りを行い，コンクリートが所要の品質を有

することを確認する。 

 

【解説】 

(1)について 

 設計図書等に示される構造物の構造性能や耐久性に基づいて設定されたコンクリートの設計基準強度，耐

久性の特性値及び二酸化炭素排出量を確認し，粗骨材最大寸法，配合強度等の配合条件を設定する。結合材

の構成，水結合材比，スランプ及び空気量は，この章に従って設定する。 

 

(2)及び(3)について 

 試し練りの結果，コンクリートが所要の品質を有していない場合は，材料の変更や配合の修正を行う。た

だし，配合の修正は，結合材の構成を変えずに行う。結合材の構成を変更する場合は，3.2(1)に戻り再度設

定する。 

 

 

3.3 スランプ 

(1) 環境配慮コンクリートの打込みの最少スランプは，土木学会「2012 年制定コンクリート標準示方書［施

工編］」に従って設定される値よりも5cm程度大きくすることを標準とする。 

(2) 練上がりの目標スランプ及び荷卸しのスランプは，練上がりから打込みまでのスランプの低下を見込んで

設定する。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートは，普通ポルトランドセメントを用いた同一強度レベルのコンクリートと比較する

と水結合材比が小さく，単位結合材量が大きくなるため，粘性が高くなる傾向にある。このため，土木学会

「2012年制定コンクリート標準示方書［施工編］」に記載される打込みの最小スランプよりも5cm程度大き

く設定することを標準とした。 

 環境配慮コンクリートは，前述のように粘性が高くなる傾向にあるため，スランプが 12cm 以下の場合に

は圧送時のコンクリートポンプの圧送負荷が大きくなることがある。これを考慮して，圧送を行う場合は，

スランプを15cm以上とするとよい。 
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(2)について 

 スランプの低下量は用いる骨材や化学混和剤等の材料ほか，気温や運搬方法等によっても変化するため，

練上がりの目標スランプや荷卸しのスランプは，打込みまでの低下量を見込んだものとし，あらかじめ施工

を想定した試験により設定する。 

 

 

3.4水結合材比 

 環境配慮コンクリートの水結合材比は，管理材齢28日で呼び強度24となるように設定することを標準と

する。 

 

【解説】 

 標準の環境配慮コンクリートの呼び強度は，管理材齢 28 日において 24 を標準とした。表－3.2 に標準の

環境配慮コンクリートの水結合材比の目安を示す。環境配慮コンクリートの強度発現性は，同一強度レベル

の高炉セメントB種を用いたコンクリートと同等であるため，管理材齢を28日とすることができる。 

 環境配慮コンクリートの圧縮強度は，結合材水比と比例関係にあることが確認されている。したがって，

材料や製造設備等が異なる場合あるいは呼び強度を変更するために水結合材比を変更する場合には，これを

参考にすることができる。 

 

表－3.2 標準の環境配慮コンクリートの水結合材比の目安 

結合材の構成 水結合材比※ 
（%） 

B77E7C7L9 35.9 

B77E7C3H4L9 35.9 

B80E7H4L9 37.2 

※空気量6.0%，単位水量155kg/m3の場合 

 

 土木学会「2012 年制定コンクリート標準示方書［施工編］」における水セメント比は，コンクリートに求

められる強度，耐久性及び水密性を考慮して，これらから定まる水セメント比のうちで最小の値を設定する

こととしている。しかし，このマニュアル（案）の発刊時（2016年1月）では，環境配慮コンクリートの水

結合材比と耐久性及び水密性に関するデータの蓄積が十分でないため，環境配慮コンクリートの水結合材比

については，呼び強度に基づいて設定することを標準とした。なお，環境配慮コンクリートに耐久性及び水

密性が求められる場合には，4章に従って照査を行う，あるいは，試験によって確認するものとする。 
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3.5 空気量 

 環境配慮コンクリートを凍害の影響を受ける環境で用いる場合，空気量は6.0～8.0%を標準とする。 

 

【解説】 

 環境配慮コンクリートは，6.0%以上の空気量が確保されていれば，4.5 に示す通り，耐凍害性を確保でき

る。このため，耐凍害性が要求される環境で環境配慮コンクリートを用いる場合には，空気量を6.0%以上と

し，かつ強度や耐久性への影響のない8.0%以下とすることを標準とした。 
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4 章 設計及び照査 
 

 

4.1 一般 

(1) 標準の環境配慮コンクリートは，この章に示す材料の特性値を用いて設計及び照査を行うことができる。

標準とは異なる環境配慮コンクリートの特性値は，試験等に基づき適切に特性値を設定しなければならな

い。 

(2) このマニュアル（案）に記載のない事項は，土木学会「コンクリート標準示方書［設計編］」に従ってよ

い。 

 

【解説】 

(1)について 

 標準の環境配慮コンクリートは，3.1 に定義した。標準の環境配慮コンクリートは，試験によって強度特

性，耐久性及び水和発熱特性等を確認しており，これらにかかわる特性値を用いて，設計，耐久性の照査及

び温度ひび割れ抵抗性の照査を行うことができる。 

 標準とは異なる環境配慮コンクリートの特性値は，試験等によって確認する必要がある。 

 

 

4.2強度特性 

(1) 環境配慮コンクリートの強度の特性値は，材齢28日における試験強度に基づいて定めることを標準とす

る。 

(2) 環境配慮コンクリートの割裂引張強度，ヤング係数は，「2012年制定コンクリート標準示方書［設計編：

本編］」5章「材料の設計値」に示される圧縮強度に基づいた式を用いて求めてもよい。 

(3) 標準の環境配慮コンクリートのポアソン比は0.2としてよい。 

(4) 標準の環境配慮コンクリートの圧縮強度の特性値は，24N/mm2としてよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートの強度の特性値は，材齢28日における試験強度に基づいて定めることを標準とした。

ただし，構造物の種類や使用目的等によって材齢28日以外における試験強度から特性値を定めてよい。 

 

(2)について 

 割裂引張強度及びヤング係数は，「2012年制定コンクリート標準示方書［設計編］」に示される圧縮強度に

基づいた式を用いて定めることができることを，試験により確認している（第Ⅲ部付録－2参照）。 
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(3)について 

 標準の環境配慮コンクリートのポアソン比は，弾性範囲内では 0.2 としてよいことを試験により確認して

いる（第Ⅲ部付録－2参照）。 

 

(4)について 

 標準の環境配慮コンクリートの圧縮強度の特性値は，呼び強度と同一の24としてよいこととした。 

 

 

4.3 中性化に対する照査 

(1) 環境配慮コンクリートの中性化に対する照査は，土木学会「コンクリート標準示方書［設計編］」に従っ

て行うことを標準とする。 

(2) 環境配慮コンクリートの中性化速度係数の特性値は，試験等から得られた値を用いてよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 中性化に対する照査は，供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮して行うとよい。無筋構造物，水中及

び地中の構造物に適用する鉄筋コンクリート構造物では中性化の影響がないことが明らかであり，このよう

な場合には中性化に対する照査を省略してよい。 

 中性化に対する照査が必要な場合は，最新の土木学会「コンクリート標準示方書」に従って照査を行う。

「2012 年制定コンクリート標準示方書［設計編：標準］」の「2.1.3 中性化に対する照査」によれば，中性化

残りを通常環境で 10mm，塩害環境で 10～25mmとしており，塩化物イオンの供給がある環境では中性化残

りを大きくするのがよいとされている。また，ガイドライン（案）では，暴露試験の結果において，中性化

深さよりも12mm程度内部まで塩化物イオンが浸透していたことが確認されたため，塩害環境下ではこれよ

りも大きく中性化残りを設定する必要があるとされている。塩害環境に暴露した環境配慮コンクリートは，

塩化物イオンが中性化深さを超えて浸透し，先行の程度は最大でも10mm以下であった。このため，中性化

残りは，通常環境で 10mm，塩害環境では 15mmとしてよい。ただし，今後，十分な信頼性を有するデータ

を試験により取得できた場合には，その値を用いてよい。 

 

(2)について 

 混和材の置換率が70%を超えたコンクリートの中性化速度係数は，それ以下の置換率のコンクリートと比

較して顕著に大きくなる場合があるため，中性化速度係数の特性値は土木学会「2012年制定コンクリート標

準示方書［設計編：標準］」に示される有効水結合材比と結合材種類を考慮した予測式を使用して設定するこ

とができない。 

 環境配慮コンクリートの中性化速度係数の特性値は，構造物が供用される環境と同等の環境条件で実施し

た暴露試験の結果を入手できる場合には，この試験結果を用いて設定する。表－4.1 に，暴露試験から得た
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標準の環境配慮コンクリートの中性化速度係数の特性値を示す。なお，今後，さらに長期の試験による中性

化速度係数が得られた場合には，その値を用いてよい。 

 

表－4.1 標準の環境配慮コンクリートの中性化速度係数の特性値 

結合材の構成 
中性化速度係数の特性値

（mm/√年） 

B77E7C7L9 6.4 

B77E7C3H4L9 5.5 

B80E7H4L9 5.9 

※つくば・新潟・沖縄において約2年間暴露した試験体による測定値の最大値（第Ⅲ部付録－3参照）。 

 

 暴露試験の結果を入手できない場合には，JIS A 1153に準拠した促進中性化試験を実施し，この結果を用

いて式（4.1）から中性化速度係数を定めてよい。促進試験から定めた中性化速度係数は，屋外環境における

暴露試験から得られた特性値よりも大きくなる傾向にあるため，促進試験の結果から中性化速度係数を定め

ても照査を行うことができる（第Ⅲ部付録－3参照）。 

 

             ACTACTACT COCOA ,22 /×=a             (4.1) 

ここで，αACT：二酸化炭素濃度の差を補正した中性化速度係数(mm/√年)，AACT：促進中性化試験から得られ

る中性化速度係数(mm/√年)，CO2：実環境の二酸化炭素濃度(%)，CO2,ACT：促進中性化試験の二酸化炭素濃

度(= 5%)である。 

 

 

4.4 塩害に対する照査 

(1) 環境配慮コンクリートの塩害に対する照査は，土木学会「コンクリート標準示方書［設計編：標準］」に

従って行うことを標準とする。 

(2) 環境配慮コンクリートの塩化物イオン拡散係数の特性値は，試験等から得られた値を用いてよい。 

 

【解説】 

(1)について 

塩害に対する照査は，供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮して行うとよい。無筋コンクリートや外

来の塩化物イオンの影響を受けない環境にある鉄筋コンクリートでは，塩害の影響がないことが明らかであ

り，このような場合には塩害に対する照査を省略してよい。 

環境配慮コンクリートは高炉スラグ微粉末を用いており，塩化物イオンの浸透に対する抵抗性が向上する

ことが期待されるが，照査に必要な塩化物イオンの鋼材腐食発生限界濃度に関するデータは取得できていな
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い。したがって，現状では，塩化物イオンの鋼材腐食発生限界濃度は，土木学会「2012年制定コンクリート

標準示方書［設計編：標準］」に示される最小の値である 1.2kg/m3 とするのがよい。今後，十分な信頼性を

有するデータを試験により取得できた場合には，その値を用いてよい。 

 また，照査にあたっては，表面塩化物イオン濃度が必要である。土木学会「2012年制定コンクリート標準

示方書［設計編：標準］」では，構造物の立地する地域区分と海岸からの距離に応じて，表面塩化物イオン濃

度を定めている。環境配慮コンクリートは，結合材の構成によっては普通ポルトランドセメントを用いたコ

ンクリートよりも表面塩化物イオン濃度が低くなることが，浸せき試験により確認されている。しかし，こ

のマニュアル（案）の発刊時（2016年1月）では，環境配慮コンクリートの表面塩化物イオン濃度に関する

データの蓄積が十分でないため，表面塩化物イオン濃度は土木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［設

計編：標準］」に示される値を採用するのがよい。今後，十分な信頼性を有するデータを試験により取得でき

た場合には，その値を用いてよい。 

 

(2)について 

 環境配慮コンクリートの塩化物イオン拡散係数の特性値は，構造物が供用される環境と同等の環境条件で

実施した暴露試験の結果を入手できる場合には，この試験結果を用いて設定することができる。なお，環境

配慮コンクリートでは，中性化と塩化物イオンの浸透が同時に作用する環境において塩化物イオンが中性化

による影響を受けて移動・濃縮することが確認されている。中性化の進行が無視できない場合には，中性化

による濃縮領域を考慮して塩化物イオン拡散係数を求め，特性値を設定するとよい。暴露試験の結果を入手

できない場合には，浸せき試験を実施して見掛けの拡散係数を求め，特性値を設定してよい。 

 環境配慮コンクリートは，2 年間の暴露試験では，塩化物イオンの浸透が十分でなかったため，適切な拡

散係数を得るに至らなかった（第Ⅲ部付録－3参照）。このため，標準の環境配慮コンクリートの塩化物イオ

ン拡散係数の特性値は，1年間の浸せき試験の結果から設定し，表－4.2に示す値とした。なお，今後，さら

に長期の試験により塩化物イオン拡散係数が得られた場合には，その値を用いてよい。 

 

表－4.2 標準の環境配慮コンクリートの塩化物イオン拡散係数の特性値 

結合材の構成 
塩化物イオン拡散係数の

特性値（cm2/年） 

B77E7C7L9 0.32 

B77E7C3H4L9 0.35 

B80E7H4L9 0.40 

※JSCE-G 572-2013に従った。ただし，NaCl溶液の濃度を10%から3%に変更した。 

※浸せき試験及び暴露試験による測定結果は第Ⅲ部付録－3に示した。 
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4.5 凍害に対する照査 

 環境配慮コンクリートの凍害に対する照査は，土木学会「コンクリート標準示方書［設計編］」に示される

方法に従って行うことを標準とする。 

 

【解説】 

 凍害に対する照査は，供用時に構造物が置かれる環境条件を考慮して行うとよい。凍結融解作用を受けな

い環境に設置するコンクリート構造物は凍害の影響がないことが明らかであり，このような場合には凍害に

対する照査を省略してよい。 

 標準の環境配慮コンクリートは，適切なAE剤を用いて6.0%以上の空気量を確保していれば，JIS A 1148

（A法）による相対動弾性係数が90%以上であることを確認しており（第Ⅲ部付録－3参照），土木学会「2102

年制定コンクリート標準示方書［設計編］」に示される一般の構造物の場合は，内部損傷及び表面損傷（スケ

ーリング）に対する照査を省略できることとした。 

 

 

4.6 アルカリシリカ反応に対する抵抗性 

 環境配慮コンクリートはアルカリシリカ反応の抑制効果を有するとみなしてよい。 

 

【解説】 

 環境配慮コンクリートは結合材に含まれるポルトランドセメントの割合が5%以下であり，高炉セメントC

種やフライアッシュセメントC種よりも混和材の割合が高いため，アルカリシリカ反応の抑制効果を有して

いるとみなしてよい。同一の骨材を用いて作製した，標準の環境配慮コンクリートと高炉セメントB種を用

いたコンクリートについて，ASTM C1260に規定される80℃，1mol/lの水酸化ナトリウム溶液への浸せきに

よる促進試験を行い，標準の環境配慮コンクリートは高炉セメントB種を用いたコンクリートよりもアルカ

リシリカ反応による膨張を大幅に抑制できることを確認した（第Ⅲ部付録－3参照）。このことから，環境配

慮コンクリートは優れたアルカリシリカ反応の抑制効果を有しているとみなしてよい。 

 

 

4.7 長期的な安定性の評価 

 環境配慮コンクリートは長期的な安定性を有するとみなしてよい。 

 

【解説】 

 高炉スラグ微粉末の置換率を JIS R 5211の高炉セメントC種よりも高くしたコンクリートでは，コンクリ

ートの表面のペーストが脆くなり，骨材が露出するアブサンデン現象の発生が懸念される。また，若材齢で

高温履歴を受けるようなコンクリートでは，エトリンガイトの遅れ生成（DEF）の発生が懸念される。標準

の環境配慮コンクリートについて，沖縄，新潟及びつくばで 2年間実施した暴露試験において，アブサンデ
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ン現象及びDEFが生じないことを確認した。また，横浜市の大成建設（株）技術センター内での3.5年間の

暴露試験においても，アブサンデン現象及び DEF が生じないことを確認した（第Ⅲ部付録－3 参照）。これ

らのことから，実環境においてアブサンデン現象やDEFによって硬化体の安定性が損なわれることがないと

判断してよいこととした。ただし，蒸気養生等の特殊な製造方法で作製された環境配慮コンクリートでは，

試験により別途確認する必要がある。 

 

 

4.8 温度ひび割れに対する照査 

(1) 環境配慮コンクリートの温度ひび割れに対する照査は，土木学会「コンクリート標準示方書［設計編］」，

あるいは日本コンクリート工学会「マスコンクリートのひび割れ制御指針」に示される方法に従って行う

ことを標準とする。 

(2) 温度応力解析を実施する場合，環境配慮コンクリートの強度特性，熱特性，水和発熱特性及び収縮特性は，

養生条件や環境条件を適切に考慮し，試験等から得られた値を用いてよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートは，高炉スラグ微粉末を主たる結合材とするため，水和発熱による温度上昇量が小

さいが，熱膨張係数が若干大きく，温度ひび割れ抵抗性に対して相反する特徴を持つ。このため，コンクリ

ートの配合，構造物の断面形状，施工方法，養生方法，環境温度等によっては温度ひび割れの発生が懸念さ

れる。温度ひび割れに対する照査が必要な場合には，このマニュアル（案）に示す環境配慮コンクリートの

物性値を用いて，土木学会「コンクリート標準示方書」，あるいは日本コンクリート工学協会「マスコンクリ

ートのひび割れ制御指針2008」に従って行うこととした。 

 

(2)について 

 環境配慮コンクリートの強度特性，熱特性，水和発熱特性及び収縮特性は，養生条件や環境条件を適切に

考慮し，試験等により得られた値を用いてよいこととした。ただし，標準の環境配慮コンクリートのうち

B77E7C7L9については，試験により得られた表－4.3及び表－4.4に示す物性値及び推定式を用いてよい（第

Ⅲ部付録－4参照）。 

 なお，引張強度とヤング係数は，土木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［設計編］」，あるいは日

本コンクリート工学協会「マスコンクリートのひび割れ制御指針2008」に示される圧縮強度との関係式にお

いて，表－4.3に示す圧縮強度を用いて推定してよい。 
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表－4.3 標準の環境配慮コンクリートの圧縮強度，熱膨張係数及び断熱温度上昇特性 

結合材の構成 
圧縮強度(N/mm2) 熱膨張係数 

(×10-6/℃) 

断熱温度上昇特性 
Q(t)=Q∞[1-exp{-r(t-t0,Q)}] 

7日 28日 91日 Q∞ r t0,Q 

B77E7C7L9 20.1 29.9 36.7 12.0 21.4 4.093 0.051 

t：材齢（日），Q(t)：材齢 t日までの断熱温度上昇量（℃），Q∞：終局断熱温度上昇量（℃）， 
r：断熱温度上昇速度に関する係数，t0,Q：発熱開始材齢（日） 
 

表－4.4 標準の環境配慮コンクリートの自己収縮ひずみの推定式 

結合材の構成 

自己収縮ひずみの推定式 
εsh(t)=εsh∞[1-exp{-ash(t-t0)bsh}] 

εsh∞ ash bsh 

B77E7C7L9 217 0.65 0.49 

t：有効材齢（日），εsh(t)：有効材齢 t日までの自己収縮ひずみ（×10-6）， 
εsh∞：自己収縮ひずみの終局値（×10-6），t0：凝結の始発（有効材齢（日））， 
ash及びbsh：自己収縮ひずみの係数 

 

 

4.9 二酸化炭素排出削減効果の定量化 
(1) 環境配慮コンクリートの二酸化炭素排出削減効果は，コンクリートに用いる材料の製造にかかわる二酸化

炭素排出量を対象とし，積上げ法により二酸化炭素排出量を算出して評価することを標準とする。 

(2) 環境配慮コンクリートの二酸化炭素排出削減効果は，結合材を普通ポルトランドセメントとしたコンクリ

ートと比較して評価することを標準とする。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートの二酸化炭素排出削減効果は，コンクリートに用いる材料の製造を対象範囲として

評価することを標準とした。 

 使用材料の製造にかかわる二酸化炭素排出原単位は信頼性の高いものを採用する必要がある。環境配慮コ

ンクリートの二酸化炭素排出削減効果の評価に用いる材料の二酸化炭素排出原単位の例を表－4.5 に示す。

膨張材については二酸化炭素排出原単位が整備されていないため，ポルトランドセメントと同一と仮定した。

化学混和剤の二酸化炭素排出原単位は 50～350kg/t であるが，使用量が 5kg/m3以下と少ないため考慮しない

こととした。新たに信頼性のある二酸化炭素排出原単位が公開された場合には，その都度，更新することが

望ましい。 
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(2)について 

 標準の環境配慮コンクリート 1m3あたりの二酸化炭素排出量を求め，表－4.6 に示す。環境配慮コンクリ

ートの二酸化炭素排出削減効果を評価するための基準は，普通ポルトランドセメントを用いた水セメント比

55%，単位セメント量300kg/m3のコンクリートとした。環境配慮コンクリートの二酸化炭素排出量の削減率

は72～78%であり，いずれも二酸化炭素排出量の削減に非常に有効であるといえる。 

 

表－4.5 環境配慮コンクリートの使用材料の二酸化炭素排出原単位 

材料 二酸化炭素排出原単位 
（kg-CO2/t) 出典 

高炉スラグ微粉末 26.5 1) 

膨張材 764.3 － 

消石灰 845 2) 

石灰石微粉末 16.1 1) 

ポルトランドセメント 764.3 3) 

細骨材 2.9 1) 

粗骨材 3.7 1) 

水 0.2 4) 

1) 土木学会：コンクリートの環境負荷評価（その2），コンクリート技術シリーズ62，pp.39-40，2004 

2) 日本石炭協会：石炭産業環境への取り組み2012年度版，http://www.jplime.com/pamp/kankyou007.pdf 

をもとに算出， 

3) セメント協会：セメントのLCIデータの概要，2013 

4) 東京都水道局：環境報告書2012，p.3，2012 

 

表－4.6 標準の環境配慮コンクリートの1m3あたりの二酸化炭素排出量の削減率 

 

 

 

 

 

 

 

  

結合材の構成 
水結合材比 

(%) 
単位結合材量 
（kg/m3） 

二酸化炭素排出量 
（kg-CO2/m3) 

二酸化炭素排出量

の削減率 
（%） 

B77E7C7L9 35.9 432 66 ▲72 

B77E7C3H4L9 35.9 432 64 ▲73 

B80E7H4L9 37.2 417 51 ▲78 

N100 55.0 300 235 基準 
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5 章 製造，施工及び品質管理 
 

 

5.1 一般 

(1) 環境配慮コンクリートの製造及び施工は，所要の品質が得られるように，適切な製造方法，施工方法及び

養生方法を選定し，適切な品質管理のもとで実施しなければならない。 

(2) この章に記載のない事項は，土木学会「コンクリート標準示方書［施工編］」に従ってよい。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートは，製造における練混ぜ時間が長くなる傾向にあること，単位結合材量が多いため

粘性が高くなる傾向にあること，遅延形の高性能 AE 減水剤や減水剤を用いるため凝結が遅いこと，初期の

養生条件が硬化後の品質に影響を及ぼすこと等が懸念される。このため，環境配慮コンクリートの製造及び

施工にあたっては，これらの特徴を考慮した製造方法，施工方法及び養生方法を検討するとともに，適切な

品質管理を行う必要がある。 

 

 

5.2 計量 

(1) 環境配慮コンクリートに用いる材料は，1バッチ分ずつ質量で計量する。 

(2) 結合材の計量誤差は，±1%を標準とする。 

(3) 原則として，累加計量は行わない。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートに用いる結合材は，材料ごとに用いる場合と，プレミックス材料として用いる場合

がある。どちらの場合も，結合材の計量誤差が大きくなると，コンクリートのフレッシュ性状，硬化特性及

び耐久性に影響を及ぼすことが懸念される。したがって，結合材の計量は連続計量を避け，1 バッチ分ずつ

質量で行うものとする。 

 

(2)について 

 結合材を材料ごとに用いる場合には，それぞれの結合材の計量誤差は±1%を標準とした。ただし，計量値

が小さくなると製造設備に装備された計量器の精度では所定の計量誤差を確保できない可能性がある。あら

かじめ計量器の精度や下限値を把握し，その計量誤差が環境配慮コンクリートの品質に及ぼす影響を無視し

てよいと判断できる場合には，刺激材の計量誤差を±2%としてよい。計量誤差が±2%を超える場合には，

別途，計量する。 
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 結合材の一部または全部をプレミックス材料として用いる場合には，プレミックス材料の計量誤差は±1%

とする。 

 

(3)について 

 刺激材は使用量が少ないため，累加計量を行うと計量誤差が大きくなる。したがって，原則として，累加

計量は行わないこととした。しかし，貯蔵設備や計量設備に制約があり単独に計量することができない場合

には，あらかじめ累加計量時の計量誤差を把握し，各材料が(2)に示す計量誤差を満たすことを確認できる場

合には累加計量を行ってもよい。 

 

 

5.3 練混ぜ 

(1) 環境配慮コンクリートの練混ぜには，バッチ式の強制練りミキサーを用いることを標準とする。 

(2) 環境配慮コンクリートの練混ぜ時間は，試し練りによって定めることを標準とする。 

 

【解説】 

(1)及び(2)について 

 環境配慮コンクリートでは，刺激材の使用量が少ないため，材料を均一に分散させることが重要である。

また，単位結合材量が多く，粘性が高くなる傾向にあるため，環境配慮コンクリートの練混ぜには，強制練

りミキサーを用い，練混ぜ時間を当該設備による試し練りによって決定することを標準とした。 

 

 

5.4 運搬・打込み・締固め 

(1) 環境配慮コンクリートの現場までの運搬は，撹拌機能があるトラックミキサーやトラックアジテーターを

用いて行うことを標準とする。 

(2) 環境配慮コンクリートのポンプによる圧送方法は，コンクリートの圧送性と圧送後のコンクリートの品質

を考慮して選定する。 

(3) 環境配慮コンクリートは，コールドジョイントや充塡不良が生じないよう，適切な施工計画を立案し，

これに従って打ち込み，締め固めなければならない。 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートは単位結合材量が多く，粘性が高くなる傾向にあるが，撹拌機能があるトラックミ

キサーやトラックアジテーターで運搬できることを施工試験により確認している（第Ⅲ部付録－6参照）。プ

レキャスト製品のように工場内を運搬して打ち込む場合は，運搬距離及び運搬時間が短いと想定される。こ

のような場合にはバケットを用いて運搬してよい。 
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(2)について 

 環境配慮コンクリートは単位結合材量が多く，粘性が高くなる傾向にあるため，圧送時の管内圧力損失や

コンクリートポンプの負荷が大きくなる可能性がある。あらかじめ施工条件に近い配管条件で圧送試験を行

い，コンクリートの圧送性や圧送後のコンクリートの品質を確認して圧送方法を選定するのが望ましい。特

に，長距離圧送や上向き圧送時には留意が必要である。圧送の実施事例を第Ⅲ部付録－6に示した。 

 

(3)について 

 環境配慮コンクリートは，製造における練混ぜ時間が長いこと，単位結合材量が多く，粘性が高くなる傾

向にあることに留意して，施工計画を立てる必要がある。なお，自己充塡性を有する高流動コンクリートと

した場合には，締固めを必須としない。 

 

 

5.5 仕上げ及び養生 

(1) 環境配慮コンクリートの仕上げにあたり，あらかじめ適切な仕上げの時期を確認する。 

(2) 環境配慮コンクリートは，打込み後の一定期間，硬化に必要な温度及び湿潤状態に保ち，所要の品質を確

保できるように湿潤養生する必要がある。通常のコンクリート工事における標準の環境配慮コンクリート

の湿潤養生期間は，表－5.1を標準とする。 

 

表－5.1 標準の環境配慮コンクリートの湿潤養生期間の標準 

日平均気温 湿潤養生期間 

15℃以上 7日 

10℃以上 9日 

5℃以上 12日 

 

【解説】 

(1)について 

 環境配慮コンクリートは，スランプの低下を抑えるために遅延形の高性能 AE 減水剤や減水剤を用いるた

め，凝結時間が遅くなる傾向にある。このため，あらかじめ適切な仕上げの時期を確認しておく必要がある。 

 また，環境配慮コンクリートはブリーディングが少ない傾向にあるため，必要に応じて仕上げ補助剤や乾

燥防止剤を用いてもよい。ただし，あらかじめ効果を確認しておくこととする。 

 

(2)について 

 環境配慮コンクリートは，所要の品質を確保するために，気温に応じて適切な湿潤養生期間を設定する必

要がある。 
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 標準の環境配慮コンクリートについては，湿潤養生期間及び養生温度が強度発現に及ぼす影響を検討した

結果を参考に湿潤養生期間の標準を定めた（第Ⅲ部付録－5参照）。なお，この湿潤養生期間は，「2012年制

定コンクリート標準示方書［施工編：施工標準］」の「8.2湿潤養生」に定める混合セメントB種のものと同

一であり，混合セメントB種よりも長い湿潤養生期間を標準とする必要はない。 

 

 

5.6 品質管理 

 環境配慮コンクリートの品質管理は，土木学会「コンクリート標準示方書［施工編：施工標準］」に従い，

必要とされる管理項目を選定し，適切な方法によって行わなければならない。 

 

【解説】 

 環境配慮コンクリートの製造，施工及び養生は，土木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［施工編：

施工標準］」に示す一般的なコンクリート工事の場合と同様に行うことができるため，環境配慮コンクリート

の品質管理における試験方法，試験項目，試験頻度及び許容差も土木学会「2012年制定コンクリート標準示

方書［施工編：施工標準］」に従ってよい。ただし，空気量については3.5を満足するように留意する必要が

ある。 

 なお，土木学会「2012 年制定コンクリート標準示方書［施工編：施工標準］」に示される一般的なコンク

リート工事とは，設計基準強度が50N/mm2未満，打込みの最小スランプが16cm以下であるコンクリートに

ついて，トラックアジテーターによる場外運搬，コンクリートポンプによる 300m 未満の距離の圧送，棒状

バイブレーターによる締固め等を想定したものである。 
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付録－1  環境配慮コンクリートの配合 
 

 

1. はじめに 
 

 この付録では，このマニュアル（案）における標準の環境配慮コンクリートの配合について示す。 

 

 

2. 環境配慮コンクリートの配合 
 

 環境配慮コンクリートの使用材料の例を表－1に，標準とする結合材の構成を表－2に示す。環境配慮コ

ンクリートは，高炉スラグ微粉末を複数の刺激材で硬化させたもので，結合材中のポルトランドセメントの

割合を結合材の5%以下に削減したものである。これによりコンクリートの単位体積あたりの二酸化炭素排

出量を，普通ポルトランドセメントを使用した水結合材比55%のコンクリートと比較して大幅に削減するこ

とができる。 

 環境配慮コンクリートの結合材は，混和材として高炉スラグ微粉末（B）を用い，刺激材として膨張材（E），

消石灰（C），早強ポルトランドセメント（H）及び石灰石微粉末（L）の一部または全部を用いたものであ

る。結合材の構成は，ポルトランドセメントを使用しないB77E7C7L9を基本とし，要求される品質に応じ

て，結合材中の消石灰の一部を早強ポルトランドセメントと置換したもの（B77E7C3H4L9）及び，消石灰を

使用せずに早強ポルトランドセメントを少量用いたもの（B80E7H4L9）とした。 

 環境配慮コンクリートの強度特性や耐久性などの品質は，表－3に示す配合条件のコンクリートを用いて

確認した。環境配慮コンクリートは，幅広い土木構造物に適用できるように呼び強度を24とし，材齢28日

で強度管理を行うことを標準とした。ここでは，ポルトランドセメントを使用しないB77E7C7L9で呼び強

度24となるように設定し，少量の早強ポルトランドセメントを用いたB77E7C3H4L9 及びB80E7H4L9では

同じ単位水量及び単位高炉スラグ微粉末量とした。スランプは， 環境配慮コンクリートは単位粉体量が多く

粘性が若干高いことから， 15±2.5cmもしくは18±2.5cmとした。凍結融解に対する抵抗性を高めるために，

空気量は6.0±1.5%とした。 

 なお，普通ポルトンランドセメントを用いたコンクリート（N100）及び高炉セメントB種を用いたコンク

リート（B100）は，環境配慮コンクリートの比較用とした。両者ともに水結合材比は，土木学会「2012年制

定コンクリート標準示方書［設計編：標準］」1)の2編3章に示される，一般環境下において耐久性を満足す

る最大水セメント比（橋脚の値）を参考に，55%とした。 

 

 

参考文献 

1) 土木学会：2012年制定 コンクリート標準示方書［設計編］，2013  
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表－1 使用した材料 
材料 記号 仕様 
練混ぜ水 W 上水道水 
高炉スラグ微粉末 B JIS A 6206，無水石こう添加，密度 2.90g/cm3，比表面積 4500cm2/g  

膨張材 E JIS A 6202，石灰系膨張材，標準使用量 30kg/m3，密度 3.16g/cm3， 
ブレーン値 3500cm2/g 

消石灰 C JIS R9001，消石灰特号，密度2.20g/cm3，600μm全通 
早強ポルトランドセメント H JIS R5210，密度 3.14g/cm3，比表面積 4490cm2/g 
石灰石微粉末 L JIS R 5210，JIS A 5041，密度2.65g/cm3，75μm80%通過 
普通ポルトランドセメント N JIS R5210，密度 3.16g/cm3，比表面積 3200cm2/g  
細骨材 S JIS A 5005 
粗骨材 G JIS A 5005 

高性能AE減水剤 Ad1 JIS A 6204，ポリカルボン酸エーテル系化合物 
Ad2 JIS A 6204，ポリカルボン酸系化合物とポリオール複合体 

減水剤遅延形 Ad3 JIS A 6204，変性リグニンスルホン酸化合物とオキシカルボン酸化
合物の複合体 

AE減水剤 Ad4 JIS A 6204，リグニンスルホン酸化合物とポリオール複合体 

AE剤 
AE-A JIS A 6204，高アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤 
AE-B JIS A 6204，変性アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤 
AE-C JIS A 6204，変性ロジン酸化物系陰イオン界面活性剤  

消泡剤 Ad5 ポリアルキレングリコール誘導体 
 

          表－2 試験に用いた環境配慮コンクリートの結合材の構成       （質量%） 

結合材の構成 
高炉スラグ

微粉末 
B 

膨張材 
E 

消石灰 
C 

早強 
ポルトラン

ドセメント 
H 

石灰石 
微粉末 

L 

普通 
ポルトラン

ドセメント 
N 

高炉セメン

トB 種 
BB 

B77E7C7L9 77.2 6.9 7.3 － 8.6 － － 

B77E7C3H4L9 77.2 6.9 3.3 4.0 8.6 － － 

B80E7H4L9 79.9 7.2 － 4.0 8.9 － － 

N100 － － － － － 100 － 

B100 － － － － － － 100 

 

表－3 試験に用いた環境配慮コンクリートの配合条件 

結合材の構成 呼び強度 水結合材比 
（%） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

粗骨材 
最大寸法 
（mm） 

細骨材率 
（%） 

単位水量 
（kg/m3） 

B77E7C7L9 

24 

35.9 
15±2.5 
または 
18±2.5 

6.0±1.5 

20 

43 155 B77E7C3H4L9 35.9 

B80E7H4L9 37.2 

N100 目標なし 55.0 12±2.5 4.5±1.5 45 165 

BB100 24 55.0 12±2.5 4.5±1.5 43 160 
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付録－2  環境配慮コンクリートの強度特性 
 

 

1. はじめに 
 

 この付録では，このマニュアル（案）で標準とする環境配慮コンクリートの強度発現性を，普通ポルトラ

ンドセメント及び高炉セメントB種を用いたコンクリートと比較して示す。また，圧縮強度と割裂引張強度，

ヤング係数，ポアソン比との関係を示し，このマニュアル（案）4.2のとおり，土木学会「2012年制定コン

クリート標準示方書［設計編］」1)に示される式や設計値を用いることができることを示す。 

 

2. 強度発現性 
 

2.1 配合条件 

 標準の結合材の構成である環境配慮コンクリートの強度発現性を普通ポルトランドセメント及び高炉セメ

ントB種を用いたコンクリートと比較した。配合条件については付録－1に示した。 
 
2.2 試験手順 

 20℃の室内で練混ぜ，φ10×20cmの円柱試験体を製作した。材齢3日で脱型後，水中養生を行い，材齢7，

28，91日において JIS A 1108に準じて圧縮強度を測定した。 

 

2.3 圧縮強度試験結果 

 標準の結合材の構成を持つ環境配慮コンクリートの材齢の経過に伴う圧縮強度の推移を表－1及び図－1

に示す。材齢28日における圧縮強度は，いずれの配合も呼び強度24（配合強度28.8N/mm2）を満足しており，

このマニュアル（案）の3.1に示した「標準の環境配慮コンクリート」である。以後，付録－1の環境配慮

コンクリートを標準の環境配慮コンクリートと称す。 

 標準の環境配慮コンクリートの材齢7日及び28日の圧縮強度は高炉セメントB種を用いたコンクリート

（BB）と同等，あるいはそれ以上であり，良好な強度発現性を示した。ただし，材齢28日以降の強度の伸

びはBBよりも小さい。標準の環境配慮コンクリートのうちB77E7C3H4L9とB80E7H4L9は，B77E7C7L9

と同じ水結合材比で比較すると強度が高く，材齢91日までの圧縮強度は普通ポルトランドセメントを用いた

水セメント比55%のコンクリート（N100）よりも若干高くなった。 
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表－1 圧縮強度試験結果 

結合材の構成 
圧縮強度（N/mm2） 

7日 28日 91日 

B77E7C7L9 20.1 29.9 36.7 

B77E7C3H4L9 26.6 36.5 42.7 

B80E7H4L9 25.9 35.1 39.9 

N100 26.3 33.6 39.7 

BB100 19.4 31.2 42.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 環境配慮コンクリートの圧縮強度 

 

 

3. 圧縮強度と割裂引張強度，ヤング係数及びポアソン比との関係 
 

3.1 配合条件 

 標準の環境配慮コンクリートを用いて，圧縮強度と各物性値（ヤング係数，割裂引張強度及びポアソン比）

の関係を確認した。配合条件については付録－1に示した。 

 

3.2 強度特性の試験方法 

 強度特性は次の JISの試験方法に準じて測定した。 

  ・圧縮強度（JIS A 1108），φ10×20cm円柱試験体 

  ・ヤング係数，ポアソン比（JIS A 1149：ひずみゲージ法），φ10×20cm円柱試験体 

  ・割裂引張強度（JIS A 1113），φ10×20cm円柱試験体 

 

3.3 強度特性の試験結果 

 強度特性の試験結果の一覧を表－2に示す。  
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表－2 強度特性の試験結果の一覧 

結合材の構成 

圧縮強度 

（N/mm2） 

割裂引張強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（kN/mm2） 
ポアソン比 

7日 28日 91日 7日 28日 91日 7日 28日 91日 7日 28日 91日 

B77E7C7L9 20.1 29.9 36.7 2.3 2.9 3.5 21.7 29.4 33.7 0.24 0.26 0.24 

B77E7C3H4L9 26.6 36.5 42.7 － － － 27.7 32.6 35.8 0.22 0.22 0.25 

B80E7H4L9 25.9 35.1 39.9 － － － 28.3 34.0 35.3 0.21 0.23 0.23 

N100 26.3 33.6 39.7 2.8 3.1 3.5 29.5 30.5 35.1 0.18 0.19 0.18 

 

 

3.4 各種物性の設計値（特性値） 

3.4.1 割裂引張強度 

 圧縮強度と割裂引張強度の関係を図－2に示す。図中の実線は，土木学会「2012年制定コンクリート標準

示方書［設計編：本編］」の「5章 材料の設計値」に示される式から計算したものである。環境配慮コンク

リートの割裂引張強度は，示方書の式から計算した値よりも大きいが，概ね同じ傾向にあることから，設計

にあたってはこの式を用いて設定してよいこととした。 

 

 

図－2 圧縮強度と割裂引張強度の関係 

 

 

3.4.2 ヤング係数 

 圧縮強度とヤング係数の関係を図－3に示す。図中の実線は土木学会「2012年制定コンクリート標準示方

書［設計編：本編］」の「5章 材料の設計値」に示される式から計算したものである。環境配慮コンクリー

トの圧縮強度とヤング係数の関係は，示方書の式から計算した値よりも若干大きいが，ほぼ同じ傾向にある

ことから，設計にあたってはこの式を用いて設定してよいこととした。  
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図－3 圧縮強度とヤング係数の関係 

 

 

3.4.3 ポアソン比 

 圧縮強度とポアソン比の関係を図－4に示す。土木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［設計編：

本編］」の「5章 材料の設計値」では，弾性範囲内のポアソン比は0.2としてよいとされている。環境配慮

コンクリートのポアソン比は圧縮強度20N/mm2以上では概ね0.2であり，設計においてはこの値を用いてよ

いこととした。 

 

 

図－4 圧縮強度とポアソン比の関係 

 

 

参考文献 

1) 土木学会：2012年制定 コンクリート標準示方書［設計編］，2013 
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付録－3  環境配慮コンクリートの耐久性 
 

 

1. はじめに 

 

 この付録では，このマニュアル（案）における標準の環境配慮コンクリートの耐久性について，マニュア

ル（案）に記載した中性化及び塩害の照査に用いる特性値の根拠となるデータを示すとともに，凍結融解試

験によって凍害に対する抵抗性を評価した結果を示す。また，長期安定性として，環境配慮コンクリートは

アブサンデン現象及びエトリンガイトの遅れ生成（DEF）による表面の変状が生じないことを，2 年間の暴

露試験により確認した結果を示す。さらに，環境配慮コンクリートは優れたアルカリシリカ反応の抑制効果

を有することを促進試験により確認した結果を示す。 

 

 

2. 中性化速度係数 

 

2.1 暴露試験による中性化速度係数 

2.1.1 試験方法 

 環境配慮コンクリートの配合条件については付録－1 に示し，試験体の形状，養生方法及び暴露試験の方

法については付録－7に示した。 

 

2.1.2 中性化速度係数 

 つくばで 1 年及び 2 年間，沖縄と新潟で 2 年間暴露した環境配慮コンクリートの中性化深さを図－1 に示

す。中性化深さが時間の平方根に比例すると仮定し（d=A√t，A：中性化速度係数），暴露期間 2年において 

 

 

図－1 暴露試験による中性化深さ 
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表－1 暴露試験における中性化速度係数 

結合材の構成 養生方法 

中性化速度係数（mm/√年） 

つくば 沖縄 新潟 

13ヶ月 20ヶ月 20ヶ月 20ヶ月 

B77E7C7L9 
マット 7日 7.1 6.4 5.2 3.6 

水中 28日 4.9 4.9 4.2 3.6 

B77E7C3H4L9 
マット 7日 5.7 5.5 4.3 3.8 

水中 28日 4.3 4.4 3.6 3.2 

B80E7H4L9 
マット 7日 6.3 5.9 5.3 3.9 

水中 28日 5.9 5.7 4.8 3.5 

N100 
マット 7日 1.2 1.1 0.6 0.7 

水中 28日 0.9 1.0 0.6 0.3 

 

 

計算した中性化速度係数を表－1 示す。環境配慮コンクリートの結合材の構成で中性化速度係数を比較する

と，B77E7C7L9≒B80E7H4L9＞B77E7C3H4L9 となった。 

 

2.2 促進試験による中性化速度係数 

2.2.1 試験方法 

 環境配慮コンクリートの配合条件については付録－1に示した。コンクリートを練り混ぜ，10×10×40cm

に成型し，材齢 3日で脱型後，材齢 28日まで水中養生を行い，次に示す促進中性化試験を行った。 

・準拠規格 ：JIS A 1153「コンクリートの促進中性化試験方法」 

・試験体寸法：10×10×40cm角柱試験体 

・試験手順 ：水中養生終了後，20℃，RH60%の恒温恒湿室で保管。 

材齢 7週以降，型枠側面 2面を解放面として残りの 4面をコーティング。 

材齢 8週経過後から促進中性化装置に静置。 

・促進条件 ：温度 20℃，相対湿度 60%，CO2濃度 5% 

・促進期間 ：1，4，8，13，26週 

 

2.2.2 中性化速度係数 

 促進中性化試験の結果を図－2に，促進期間 1年までの複数の測定点を最小自乗法によりA√tで回帰して

求めた中性化速度係数を表－2 に示す。この際，中性化深さが 40mm 以上の測定点は回帰から除外した。環

境配慮コンクリートの結合材の構成で中性化速度係数を比較すると，B77E7C7L9＞B80E7H4L9＞

B77E7C3H4L9 となった。中性化速度係数は，いずれの配合もN100と比較して 3～5 倍大きくなった。また，

暴露試験の結果と若干異なり，B77E7C7L9 とB80E7H4L9の差が大きくなった。 
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図－2 促進試験による中性化深さ 

 

表－2 促進試験による中性化速度係数 

結合材の構成 
中性化速度係数 

（mm/√年） 

B77E7C7L9 69.8 

B77E7C3H4L9 49.7 

B80E7H4L9 62.0 

N100 15.1 

 

 

2.3 中性化速度係数の特性値 

 環境配慮コンクリートの中性化速度係数は，促進試験と暴露試験の両者で得られたが，照査に用いる中性

化速度係数の特性値は，養生方法の異なる試験体を用いて 3ヶ所で実施した 2年間の暴露試験における最大

値とした（表－3）。 

 

表－3 環境配慮コンクリートの中性化速度係数の特性値 

結合材の構成 
中性化速度係数の特性値 

（mm/√年） 

B77E7C7L9 6.4 

B77E7C3H4L9 5.5 

B80E7H4L9 5.9 

 

 参考として，促進試験による中性化速度係数から，式(1)を用いて，実環境における速度係数を推定した結

果を図－3 に示す。促進試験から推定される中性化速度係数は，暴露試験のものよりも大きいことから，安
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全側の評価となることが確認できた。したがって，暴露試験の結果が入手できない場合には，促進試験から

式(1)を用いて中性化速度係数の特性値を設定することができる。 

 

 

                                                         (1) 

 

 ここで，A：実環境における中性化速度係数の推定値（mm/√年），A’：促進中性化試験による中性化速度

係数（mm/√年），CO2：実環境の二酸化炭素濃度（ここでは 0.04%とした。），αCO2：促進中性化試験の二酸

化炭素濃度（5%）である。 

 

 
図－3 試験方法の違いによる中性化速度係数の比較 

 

 
3. 塩化物イオン拡散係数 

 

3.1 暴露試験による塩化物イオン拡散係数 

3.1.1 試験方法 

 環境配慮コンクリートの配合条件については付録－1 に示し，試験体の形状，養生方法及び暴露試験の方

法については付録－7に示した。塩化物イオン濃度分布は，JSCE-G 573「実構造物におけるコンクリート中

の全塩化物イオン分布の測定方法」1)に従って測定した。 

 

3.1.2 塩化物イオン拡散係数 

 新潟及び沖縄に 2 年間暴露した環境配慮コンクリートの塩化物イオンの濃度分布を図－4 に示す。環境配

慮コンクリートは N100 と比較して，沖縄のような厳しい塩害環境においても塩化物イオンの浸透深さが小

さく，高い浸透抵抗性を有することが示された。ただし，暴露試験における塩化物イオン浸透量は少なく，
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また，中性化による濃縮現象も見られたため，JSCE-G 573 に従って中性化の影響範囲を除外して塩化物イオ

ンの見掛けの拡散係数を算出することはできなかった。 

 暴露試験では塩化物イオンが中性化領域（新潟及び沖縄では 3.2～5.3mm）を超えて濃縮する傾向がみられ

た。しかし，その範囲は，中性化領域の内部 10mm以内であった。これを受けて，マニュアル（案）の中性

化の照査では，塩害環境下での中性化残りを 15mmとした。 

 

暴露 
場所 

養生方法 

マット 7日 水中 28日 

新潟 

 

 
 

 

 

沖縄 

 

 
 

 

 

図－4 暴露 2年における塩化物イオンの濃度分布 

 

3.2 浸せき法による塩化物イオン拡散係数 

3.2.1 試験方法 

 環境配慮コンクリートの配合条件については付録－1に示した。コンクリートを練り混ぜ，φ10×20cmの
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円柱に成型した。養生は，湿らせた養生マットで 7日間覆った後に 20℃，RH60%の恒温恒湿室で材齢 28日

まで保管して養生したもの（以降，マット 7 日養生）と，水中で材齢 28 日まで養生したもの（以降，水中

28 日養生）の 2種類とした。養生終了後，次に示す浸せき試験を行った。 

・参考規準：JSCE-G 572「浸せきによるコンクリート中の塩化物イオンの見掛けの拡散係数試験方法(案)」1) 

JIS A 1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオンの試験方法」の電位差滴定法 

・試験方法：マット 7日養生または水中 28日養生終了後，20℃，RH60%の恒温恒湿室で乾燥した。 

乾燥後，試験体の両端から 25mm を切断し，打込み面側の切断面を暴露面として，底面側の切

断面と柱面をエポキシ樹脂でコーティングした。20℃の水中に 1 日浸せきした後，塩化ナトリ

ウム水溶液へ浸せきした。 

・浸せき条件：3%塩化ナトリウム水溶液，試験温度 20℃ 

・浸せき期間：6ヶ月，1年 

 

3.2.2 塩化物イオン拡散係数 

 浸せき期間 6 ヶ月，1 年における塩化物イオンの濃度分布を図－5 に示す。また，Fick の拡散則の解で回

帰して求めた表面塩化物イオン濃度と見掛けの拡散係数を表－4に示す。 

図－5に示したとおり，環境配慮コンクリートはいずれも，N100と比較して，浸せき期間 6ヶ月と 1年に

おける塩化物イオンの浸透が顕著に抑制されていた。表－4 により結合材の構成で比較すると，表面塩化物

イオン濃度は B80E7H4L9＜B77E7C3H4L9＜B77E7C7L9 となり，見掛けの拡散係数は B77E7C7L9≒

B77E7C3H4L9＜B80E7H4L9 となった。 

 図に示したとおり，N100では浸せき期間の経過とともに塩化物イオンが内部まで浸透したのに対し，環境

配慮コンクリートでは，浸せき 6ヶ月以降の濃度分布がほとんど変化せず，浸透が停滞している。このため，

浸せき期間が長いほど見掛けの拡散係数は小さく計算される（表－4）。浸せき 1 年においては，N100 と比

較して拡散係数が 1/10程度に小さくなった。これは環境配慮コンクリートの特筆すべき特徴である。この特

徴を正確に評価するには，試験期間はできるだけ長いほうがよいと考えられるため，マニュアル（案）では

さらに長期の試験により塩化物イオン拡散係数が得られた場合には，その値を用いてよいこととした。 
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B77E7C7L9 B77E7C3H4L9 

  
B80E7H4L9 N100 

  
図－5 浸せき法による塩化物イオンの濃度分布 

 

表－4 浸せき法による表面塩化物イオン濃度と見掛けの拡散係数 

結合材の構成 養生 

浸せき 6ヶ月 浸せき 1年 

表面塩化物イ

オン濃度

（kg/m3） 

見掛けの拡散

係数（cm2/年） 

表面塩化物イ

オン濃度

（kg/m3） 

見掛けの拡散

係数（cm2/年） 

B77E7C7L9 
マット 7日 10.5 0.58 9.94 0.32 

水中 28日 10.4 0.53 13.2 0.24 

B77E7C3 H4L9 
マット 7日 8.25 0.56 8.15 0.35 

水中 28日 8.80 0.51 11.1 0.28 

B80E7H4L9 
マット 7日 4.70 0.69 5.51 0.40 

水中 28日 5.80 0.69 7.42 0.36 

N100 
マット 14日 9.63 3.78 9.14 3.61 

水中 28日 10.5 3.22 10.5 2.51 
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3.3 塩化物イオン拡散係数の特性値 
 塩害の照査に用いる標準の環境配慮コンクリートの塩化物イオンの見掛けの拡散係数は表－5とした。3.1

に示したように暴露試験においては拡散係数の計算が困難であった。このため，浸せき試験の結果を用いる

こととし，浸せき期間1年の値を採用した。ただし，養生方法により拡散係数が若干異なったため，大きい

値を採用した。 

 

表－5 環境配慮コンクリートの見掛けの拡散係数の特性値 

結合材の構成 見掛けの拡散係数 
（cm2/年） 

B77E7C7L9 0.32 

B77E7C3H4L9 0.35 

B80E7H4L9 0.40 

 

 なお，表面塩化物イオン濃度は N100 と比較して小さくなるものもあるが（表－4），現状では，環境配慮

コンクリートの表面塩化物イオン濃度に関するデータの蓄積が十分でないため，表面塩化物イオン濃度は土

木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［設計編：標準］」2)に示される，構造物の立地する地域区分と

海岸からの距離に応じて設定された値を用いることとした。 

 

 

4. 凍結融解抵抗性 

 

4.1 試験方法 

 環境配慮コンクリート（B77E7C7L9）の配合条件については付録－1に示した。3種類のAE剤（A,B及び

C）を用いて練上がりの空気量を 6%及び 4.5%に調整したコンクリートを 10×10×40cmに成型した。練上が

りの空気量を表－6に示す。 

 

表－6 AE剤の種類と空気量を変化させたB77E7C7L9 の練上がりの空気量（%） 

AE 剤の種類－空気量 

A－6% A－4.5% B－6% C－6% 

6.2 4.6 6.1 6.4 

 

材齢 3日で脱型後，水中 28日養生を行い，次に示す凍結融解試験を行った。 

  ・準拠規格 ：JIS A 1148「コンクリートの凍結融解試験法」A法（水中凍結融解試験方法） 

  ・試験体寸法：10×10×40cm角柱試験体 

  ・養生方法 ：水中 28日 
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  ・試験条件 ： 5℃→－18℃→5℃を 1サイクルとし，6サイクル／日で 300 サイクルまで実施 

  ・測定頻度 ：動弾性係数及び質量を 30サイクル毎に測定 

 

4.2 相対動弾性係数 

 凍結融解試験による相対動弾性係数を図－6に示す。空気量が同じ 6%であっても，AE剤の種類により凍

結融解に対する抵抗性は異なり， AE剤Aを用いた場合に 300サイクルにおける相対動弾性係数が 90%以上

となった。また，AE剤Aであっても空気量を 6%から 4.5%に減じると凍結融解に対する抵抗性が低下した。

このように，環境配慮コンクリートの凍結融解に対する抵抗性は AE 剤の種類及び空気量の影響を大きく受

けるため留意が必要である。 

 

  

図－6 AE剤の種類と空気量を変化させたB77E7C7L9 の 

凍結融解サイクルによる相対動弾性係数の変化 

 

4.3 凍結融解抵抗性の評価 

 土木学会「2012 年制定コンクリート標準示方書［設計編：標準］」では，相対動弾性係数が 90%以上であ

れば一般の構造物に適用する場合は凍害の内部損傷及び表面損傷（スケーリング）に対する照査を省略する

ことができるとしている。標準の環境配慮コンクリートの相対動弾性係数は，適切な AE 剤を用いて空気量

を 6.0%以上確保することで 300サイクル経過後でも90%を超えた。したがって，凍結融解作用を受ける環境

に用いる場合は，適切なAE 剤を用いて 6.0％以上の空気量を確保することとした。 

 
 
5. アルカリシリカ反応の抑制効果 
 

5.1 試験方法 

 環境配慮コンクリート（B77E7C7L9）及び高炉セメントB種を用いたコンクリート（BB100）の配合条件

については付録－1 に示した。同一の細骨材を用いてコンクリートを練り混ぜ，ウェットスクリーニングし
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てモルタルを採取した。2.5×2.5×28.5cmに成型し，材齢 3日で脱型後，水中養生を材齢 28日まで行い，次

に示すアルカリシリカ反応の促進試験を行った。なお，BB100は JIS A 5308の附属書Bにおける「アルカリ

シリカ反応抑制効果のある混合セメントなどを使用する抑制対策の方法」に示される抑制対策の一つである。 

  ・参考規格：ASTM C 1260 

  ・促進条件：80℃，1mol/lの水酸化ナトリウム水溶液への浸せき 

  ・測定項目：膨張率（ダイヤルゲージ法） 

  ・測定材齢：0，1，4，7，14，28，56日 

 

5.2 アルカリシリカ反応の抑制効果 

 B77E7C7L9 及びBB100のモルタルの促進試験による膨張率を図－7に示す。両者ともにASTM C 1260に

示される「無害と潜在的有害を含む」と「潜在的有害」の閾値である 0.2%（促進 14日間）を下回った。さ

らに，B77E7 C7L9の膨張率はBB100よりも顕著に小さく，「無害」と「無害と潜在的有害を含む」の閾値で

ある 0.1%（促進 14日間）を下回ったことから，環境配慮コンクリートは優れたアルカリシリカ反応の抑制

効果を有することが確認された。 

 

 

図－7 ASTM C1260によるB77E7C7L9 及びBB100 の膨張率 

 
 
6. 長期的な安定性 

 

6.1 試験方法 

 高炉スラグ微粉末の置換率を JIS R 5211の高炉セメントC種よりも高くしたコンクリートでは，コンクリ

ートの表面のペーストが脆くなり，骨材が露出するアブサンデン現象の発生が懸念される。また，若材齢で

高温履歴を受けるようなコンクリートでは，エトリンガイトの遅れ生成（DEF）の発生が懸念される。環境

配慮コンクリートの長期的な安定性として，アブサンデン現象及びエトリンガイトの遅れ生成（DEF）につ
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いて，2 年間の暴露試験後のコンクリートの目視観察により評価した。環境配慮コンクリートの配合条件に

ついては付録－1に示し，試験体の形状，養生方法及び暴露試験の方法については付録－7に示した。 

 

6.2 アブサンデン現象及びエトリンガイトの遅れ生成（DEF）に対する安定性 

 暴露 2 年における環境配慮コンクリートの表面の状況を図－8～図－10 示す。また。大成建設（株）技術

センター内において 3.5 年間暴露した B77E7C7L9 の状況を図－11 に示す。表面にはペーストの脱落による

骨材の露出及びひび割れ等の変状は生じていなかった。このことから，環境配慮コンクリートは，アブサン

デン現象及びエトリンガイトの遅れ生成（DEF）に対する安定性は確保されているものと判断した。 
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図－11 大成建設（株）技術センター内での3.5年間暴露したB77E7C7L9の状況 

 

 

参考文献 

1) 土木学会：2012年制定 コンクリート標準示方書［規準編］土木学会規準および関連規準，2013 

2) 土木学会：2012年制定 コンクリート標準示方書［設計編］，2013 
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付録－4  環境配慮コンクリートの温度特性及び収縮特性 
 

 

1. はじめに 

 

 この付録では，マニュアル（案）に示した標準の環境配慮コンクリートの熱膨張係数，断熱温度上昇量及

び自己収縮量の根拠となるデータを示す。 

 

 

2. 熱膨張係数及び断熱温度上昇量 

 

2.1 試験方法 

 試験には環境配慮コンクリートのうちB77E7C7L9を用いた。配合条件については付録－1に示した。 

 熱膨張係数測定では，試験体は φ10cm×20cm の円柱試験体とし，中心に埋込み型ひずみ計を埋設した。

試験体製作後，材齢28日まで屋外環境にて封緘養生を行った。脱型は材齢3日で行った。封緘養生終了後に

図－1に示す温度履歴（10～60℃，3サイクル，温度変化約1.4℃/hr）を与えてひずみを測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 熱膨張係数測定における温度条件 

 

 

 断熱温度上昇量は簡易断熱試験により求めた。図－2 に示す断熱材（厚さ 20cm）と型枠で覆った

45cm×45cm×45cmの簡易断熱試験体に熱電対とひずみ計を埋設して，打込み直後から温度とひずみを測定

した。断熱温度上昇量は，コンクリート試験体の中心温度と外気温の差による放熱を考慮して算出した。試

験は，打込み時のコンクリートの温度の違いによる断熱温度上昇量への影響を確認するために，夏期及び冬

期に行った。打ち込み時のコンクリートの温度はそれぞれ約30℃及び約10℃であった。 
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図－2 簡易断熱試験の概要 

 

 

2.2 熱膨張係数 

 熱膨張係数を表－1 に示す。環境配慮コンクリートの熱膨張係数は 12×10-6/℃程度であり，普通ポルトラ

ンドセメントを用いたコンクリートよりも大きく，高炉セメントB種を用いたコンクリートと同程度であっ

た。 

 

表－1 熱膨張係数の試験結果 

結合材の構成 サイクル 
熱膨張係数（×10-6/℃） 

上昇時 下降時 平均 

B77E7C7L9 
2回目 11.3 12.3 

12.0 
3回目 11.9 12.6 

 

 

2.3 断熱温度上昇量 

 簡易断熱試験により求めた断熱温度上昇量を図－3に示す。また，断熱温度上昇曲線をマスコンクリート

のひび割れ制御指針20081)に示される式で回帰して求めた，推定式の係数を表－2に示す。環境配慮コンク

リートの断熱温度上昇速度に関する係数（r）は打込み温度による影響を受けるが，終局断熱温度上昇量（Q∞）

は影響を受けない。 

マニュアル（案）では，断熱温度上昇速度に関する係数が大きい，打込み時のコンクリート温度が約 30℃の場

合の係数を採用した。
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      a) B77E7C7L9（打込み温度30℃）          b) B77E7C7L9（打込み温度10℃） 

図－3 簡易断熱温度試験による温度履歴及び断熱温度上昇量 

 
表－2 B77E7C7L9の断熱温度上昇特性 

打込み時の 
コンクリート温度 

Q(t)=Q∞[1-exp{-r(t-t0,Q)s}] 

Q∞ r t0,Q s 

30℃ 21.4 4.093 0.051 1.00 

10℃ 20.0 0.977 0.282 1.00 

t：材齢（日），Q(t)：材齢 t日までの断熱温度上昇量（℃），Q∞：終局断熱温度上昇量（℃）， 
r：断熱温度上昇速度に関する係数，t0,Q：発熱開始材齢（日），s：断熱温度上昇特性に関する係数 

 

 

3. 自己収縮 

 

3.1 試験方法 

 試験には環境配慮コンクリートのうちB77E7C7L9を用いた。配合条件については付録－1に示した。 

 自己収縮量は，温度依存性を考慮して20℃の環境と断熱環境で測定した。20℃の環境における自己収縮試

験は，超流動コンクリート研究委員会報告書（Ⅱ）2)を参考に実施した。中心にひずみ計を埋め込んだ

10×10×40cm の角柱試験体を製作し，材齢 3 日まで湿らせた養生マットで覆って養生した。脱型後，密封

して20℃の恒温室に約1ヶ月間，静置し，コンクリートのひずみと温度を測定した。ひずみの測定値は，2.2

に示した熱膨張係数で補正して自己収縮ひずみに換算した。 

 断熱環境での自己収縮試験は 2.1 に示した簡易断熱試験により行った。簡易断熱試験体の中心にひずみ計

を設置して，約 1 ヶ月間，コンクリートのひずみと温度を測定した。ひずみの測定値は，2.2 に示した熱膨

張係数で補正して自己収縮ひずみに換算した。 
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3.2 自己収縮量 

 図－4 及び図－5 に，20℃の環境及び断熱環境の自己収縮ひずみを示す。マスコンクリートのひび割れ制

御指針2008に示される自己収縮ひずみの推定式に回帰したときの係数を表－3に示し，回帰の結果を図にあ

わせて示した。なお，20℃の環境では同指針に示される膨張ひずみの推定式を収縮の推定式と重ね合わせた。

20℃の環境における環境配慮コンクリートの自己収縮ひずみは，材齢1ヶ月で約150×10-6であった。断熱環

境における自己収縮ひずみは，材齢 1 ヶ月で約 200×10-6であり，20℃環境に較べて大きくなる傾向を示し，

高炉B種セメントを用いたコンクリートと同程度であった。 

 自己収縮ひずみは温度依存性を考慮する必要があることから，マニュアル（案）では，打込み時のコンク

リート温度が 30℃のときの断熱環境での回帰曲線の係数を採用した。 

 

 

図－4 B77E7C7L9の自己収縮（20℃の環境） 

 

 

図－5 B77E7C7L9の自己収縮（断熱環境，打込み温度30℃） 
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表－3 B77E7C7L9の自己収縮ひずみの推定式 

環境条件 
収縮成分の推定式 

εsh(t)=εsh∞[1-exp{-ash(t-t0)bsh}] 
膨張成分の推定式 

εex(t)= εex∞[1-exp{-aex(t-t0)bex}] 
ε∞ ash bsh εex∞ aex bex 

20℃環境 244 0.17 0.80 86.0 7.8 1.2 

断熱環境 
（打込み時のコンクリート温度約 30℃） 

217 0.65 0.49 － － － 

t：有効材齢（日），εsh(t)：有効材齢 t日までの自己収縮ひずみの収縮成分（×10-6）， 
εsh∞：自己収縮ひずみの収縮成分の終局値（×10-6），t0：凝結の始発（有効材齢（日））， 
ash及びbsh：自己収縮ひずみの収縮成分の係数，εex(t)：材齢 t日までの自己収縮ひずみの膨張成分（×10-6），

εex∞：自己収縮ひずみの膨張成分の終局値（×10-6），aex及びbex：自己収縮ひずみの膨張成分の係数 
 

 

参考文献 

1) 日本コンクリート工学協会：マスコンクリートのひび割れ制御指針2008，2008 

2) 日本コンクリート工学協会：超流動コンクリート研究委員会報告書（Ⅱ），1994 
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付録－5  環境配慮コンクリートの湿潤養生期間 
 

 

1. はじめに 

 

 この付録では，標準とする環境配慮コンクリートの湿潤養生期間を設定することを目的として，10℃と

20℃において圧縮強度を測定した結果を示す。 

 

 

2. 試験方法 

 

 環境配慮コンクリートの配合条件については付録－1に示した。試験体はφ10cm×20cmの円柱試験体と

し，20℃の室内で製作した。製作直後に試験体を10℃または20℃の恒温室に移し，湿らせた養生マットで覆

って定期的に散水して湿潤養生した。この湿潤養生の期間を表－1に示した。湿潤養生終了後は20℃，RH60%

の恒温恒湿室で保管し，所定の材齢で JIS A 1108に従って圧縮強度を測定した。なお，脱型は材齢3日で行

った。比較用の試験体は圧縮強度試験まで20℃の水中で養生した。 

 

表－1 養生温度と湿潤養生期間 

結合材の構成 養生温度 湿潤養生期間 
湿潤養生後から 
強度試験まで 

B77E7C7L9 
B77E7C3H4L9 
B80E7H4L9 

10℃ 

湿潤 3日 
20℃，RH60% 

気中保管 
湿潤 9日 
湿潤 14日 
湿潤 21日 

20℃ 

湿潤 3日 
20℃，RH60% 

気中保管 
湿潤 7日 
湿潤 10日 
湿潤 14日 

20℃ 水中（比較用） 

 
 
3. 湿潤養生期間 

 

 それぞれの配合について，20℃で28日間水中養生した試験体の圧縮強度を測定し，基準とした。各湿潤養

生条件で圧縮強度を測定し，基準の圧縮強度で除した比率（以降，水中養生28日に対する比率）を図－1に

示す。 
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結合材の構成 
養生温度 

10℃ 20℃ 

B77E7C7L9 

 

  

B77E7C3H4L9 

  

B80E7H4L9 

  

図－1 20℃，水中養生28日に対する圧縮強度の比率 
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 日本建築学会の JASS51)に規定される湿潤養生期間は混合セメントB種相当で7日以上である。湿潤養生

を7日で打ち切った場合，材齢28日における圧縮強度の水中養生28日に対する比率は80%より若干高い程

度であることが示されている。このことから水中養生28日に対する比率が80%を超えることを湿潤養生期

間の目安とした。 

 養生温度10℃において，湿潤養生期間が3日の場合は，材齢28日以降における水中養生28日に対する比

率は80%を下回る場合があった。一方，9日間の湿潤養生を行った場合には，いずれの配合においても材齢

28日以降における水中養生28日に対する比率が確実に80%を超えて87%以上となった。このため，10℃に

おける湿潤養生期間は9日が適当と考えられる。 

 養生温度20℃においては，3日の湿潤養生期間で，いずれの配合においても材齢28日以降における水中養

生28日に対する比率が90%以上となった。このため，20℃における湿潤養生期間は3日が適当であると考

えられる。 

 以上のことは，土木学会「2012年制定コンクリート標準示方書［施工編］」2)に示される混合セメントB種

の湿潤養生期間の標準を，少なくとも満足すればよいことを示している。このため，環境配慮コンクリート

の湿潤養生期間は，コンクリート標準示方書の混合セメントB種と同一の表－2のとおりとした。 

 

表－2 環境配慮コンクリートの湿潤養生期間の標準 

日平均気温 湿潤養生期間の標準 

15℃以上 7日 

10℃以上 9日 

5℃以上 12日 

 

 

参考文献 

1) 日本建築学会：建築工事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリート工事，2015 

2) 土木学会：2012年制定 コンクリート標準示方書［施工編］，2013 
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付録－6  構造物への適用事例 
 

 

1. はじめに 

 

 この付録では，標準の環境配慮コンクリートをマニュアル（案）に沿って研究施設や工場のスラブに適用

した3件の事例を示す。 

 

 

2. スラブコンクリートの冬期施工 

 

2.1 製造及び施工条件 

 横浜市内にある大成建設株式会社の技術センターの研究棟のスラブに，環境配慮コンクリートを冬期に適

用した。環境配慮コンクリートはレディーミクストコンクリート工場で製造した後，アジテーター車で技術

センターまで運搬し，コンクリートポンプで場内運搬して打ち込んだ。製造及び施工条件を以下に，施工前

後の現地の状況を写真－1に示す。 

 

・施工時期：2013年2月下旬 

・打込み時の外気温：11～12℃（養生期間中の最低温度は0℃以下） 

・コンクリートの製造設備：レディーミクストコンクリート工場（現場までの運搬時間は約15分） 

・ミキサー：容量3m3，強制二軸ミキサー 

・場内運搬・打込み方法：ピストン式ポンプ（水平換算長103m，配管径5B） 

・コンクリート施工数量：約9m3 （厚さ20~40cm，メッシュ筋設置） 

 

        

  a) 施工前                 b) 施工完了 

写真－1 施工前後の状況 

 

施工箇所 

施工箇所 
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2.2 環境配慮コンクリートの配合条件  

 環境配慮コンクリートの配合条件は次のように設定した。 

・呼び強度：24 

・結合材の種類：B77E7C7L9 

・荷卸しのスランプ：15±2.5cm 

・空気量：6.0±1.5% 

 

2.3 試し練り 

2.3.1 環境配慮コンクリートの配合 

 試し練りは，化学混和剤の添加量を決定することを目的として，施工で用いるレディーミクストコンクリ

ート工場で行った。施工ではコンクリートポンプによる場内運搬を行うため，製造した環境配慮コンクリー

トを用いて圧送性及び圧送後のコンクリートの品質を確認し，機種や圧送方法を決定した。また，冬期の施

工となり，強度発現が遅くなることが懸念されたため，養生方法について検討した。 

 

2.3.2 環境配慮コンクリートの配合 

 試し練りにおける配合条件を表－1 に示す。骨材はレディーミクストコンクリート工場で常用するものを

用いた。結合材は予め混合（プレミックス）し，プラントのサイロに貯蔵して用いた。 

 

表－1 配合条件 

結合材の構成 呼び強度 水結合材比 
（%） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

粗骨材 
最大寸法 
（mm） 

細骨材率 
（%） 

単位水量 
（kg/m3） 

B77E7C7L9 24 35.4 15±2.5 6.0±1.5 20 43.3 155 

 

2.3.3 練混ぜ方法及び練上がりの性状 

 施工で使用するレディーミクストコンクリート工場において，常用の設備を用いて，練混ぜ量を2m3/バッ

チとし，強制二軸ミキサーで練り混ぜた。化学混和剤は手投入した。 

 スランプ及び空気量の経時変化を表－2に示す。練上がりから90分までのスランプの低下は小さく，目標

とする品質を満足した。 
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表－2 試し練りにおけるスランプ及び空気量の変化 
荷卸しの 
スランプ 
（cm） 

練上がりか

らの時間

（分） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

15±2.5cm 

直後 16.0 4.1 11.0 

30 15.0 5.0 12.0 

60 15.0 5.7 12.0 

90 12.0 5.4 12.0 

 

2.3.4 環境配慮コンクリートの圧送性 

 環境配慮コンクリートを用いて圧送試験を行った。コンクリートをアジテーター車から最大吐出圧力が

8.2MPaのピストン式のコンクリートポンプ車に移して，コンクリートポンプ車のブーム（水平換算長50.5m，

配管径5B）を利用して圧送し，圧送前後のスランプや空気量の変化とポンプの主油圧等を測定した。結果を

表－3に示す。圧送後のスランプは，圧送速度42.7m3/hでは圧送前よりも3cm低下して目標値を下回ったが，

圧送速度15.5m3/hでは0.5cm，29.6m3/hでは1.5cm程度の低下であった。コンクリートポンプ車の管内圧力

損失は，圧送速度15.5～42.7 m3/hにおいて3×10-2～8×10-2MPa/mであり，スランプフローが60～70cmの高

流動コンクリートの管内圧力損失が一般に2～8×10-2MPa/mであることと比較して同程度であった。施工で

の圧送距離は水平換算長で103mであり（2.1参照），圧送速度が30 m3/hの時，必要理論吐出圧力は4.8MPa

となることから，最大理論吐出圧力が8MPa程度のコンクリートポンプ車を用い，30m3/h以下の圧送速度で

施工することとした。 

 

表－3 ポンプ圧送前後のスランプ及び空気量とポンプ圧送性 

試験項目 

圧送速度 

15.5 m3/hr 29.6 m3/hr 42.7 m3/hr 

圧送前 圧送後 圧送前 圧送後 圧送前 圧送後 

コンクリー
トの性状 

スランプ  14.0 cm 14.5 cm 15.5 cm 14.0 cm 15.0 cm 12.0 cm 

空気量  5.3% 5.1% 5.5% 5.1% 7.0% 5.5% 

圧送性 

ポンプ主油圧 27 MPa 23 MPa 27 MPa 

ポンプ前面圧 1.5 MPa 1.9 MPa 4.1 MPa 

水平管 1mあたり管内圧力損失 3.0×10-2 MPa/m 3.7×10-2 MPa/m 8.2×10-2 MPa/m 

 

2.3.5 強度発現性の確認と養生方法の設定 

 試し練りで採取した試験体を，水中養生，現場封かん養生，加温養生の3種類の方法で養生したときの圧

縮強度を図－1に示す。現場封かん養生は，試験体を脱型せずにビニール袋に封かんして現場に静置したも
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のである。加温養生は，試験体を加熱養生マットで7日間覆った後，試験材齢まで現場封かん養生と同条件

で静置したものである。 

 現場封かん養生の場合の圧縮強度は，水中養生の場合よりやや低い値で推移したが，材齢4日で15 N/mm2，

7日で20 N/mm2であり，強度発現性は十分であった。加温養生の場合には，材齢1日で6N/mm2以上となり，

材齢4日では30N/mm2を超えて，水中養生の場合を上回った。施工では，材齢7日まで加熱養生マットと湿

潤養生マットでコンクリートの表面を覆うこととした。また，圧送後の環境配慮コンクリートの圧縮強度は，

圧送しない場合のものと同等であることを確認した（図－2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 実機試し練りによる圧縮強度         図－2 圧送前後の圧縮強度の比較 

 

2.4 製造及び施工時の品質 

試し練りで定めた配合及び手順でコンクリートを製造し，現場までアジテーター車で運搬した。施工日の

最高気温は12℃，打込み時のコンクリート温度は9～12℃であった。1，2台目のアジテーター車のスランプ

と空気量を表－4に示す。いずれも目標値を満足した。 

 

表－4 施工時のスランプ及び空気量 

試験 スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

1台目-荷卸し 13.5 4.9 10.3 
1台目-圧送後 12.5 7.4 12.0 
2台目-荷卸し 16.0 5.5 10.0 

 

 配管径5Bの圧送管を用い，速度を15 m3/hとして圧送した。 

 打込み，締固め，均し作業は通常のコンクリートと同様に実施した。圧送後のコンクリートを棒状バイブ

レーターで締め固め，木ごてで均し，金ごてで仕上げた。施工の状況を写真－2に示す。 
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 表面の仕上げ作業は，外気温が低く，凝結がやや遅かったため，打込み完了から約7時間後に行った。仕

上げ終了後から表面を湿潤養生マット，加温シート，水の逸散を防止するシートの順に打込み面を覆い養生

した。コンクリートの表面から10，20，30cmの深さのコンクリート温度の測定結果を図－3に示す。加温

養生期間中，外気温は氷点下に達することがあったが，コンクリート温度は10℃以上に保たれていた。材齢

7日に加温シートと防炎シートを取り除いて加温養生を終了し，材齢14日で養生マットによる湿潤養生を終

了した。表面に凹凸やうねりがなく，平滑に仕上げられたことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 打込みの状況                           b) 均しの状況 

写真－2 施工の状況 

 

 

図－3 養生中のコンクリート温度 

 

2.5 施工後の品質 

 施工時に採取して，20℃の水中養生及び現場と同一の加温養生を行った試験体の圧縮強度を図－4に示す。

加温養生の場合では，材齢1日の圧縮強度は約5N/mm2，材齢28日では約30N/mm2となり，呼び強度24を

満足した。また，材齢28日以降の強度は増進し，材齢1年においても水中養生の場合とほぼ同等の強度とな

った。 
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図－4 施工時に採取した試験体の圧縮強度 

 

 施工後 265 日に日本建築仕上学会式引っかき試験器を用いて，また，Torrent 式透気試験 1)により表面の性

状を確認した。 

 引っかき試験では加圧力0.5kgと1.0kgでコンクリートの表面を引き掻いて疵をつけ，その幅で表面の強さ

を評価した。写真－3 に示すように疵跡に“ハゼ”はみられず脆弱層の存在が否定でき，強度に相応した堅牢

な表面であることが確認できた。 

 Torrent式透気試験で測定した環境配慮コンクリートの透気係数は，コンクリートの品質を示す指標で“good”

と判定され，十分な物質移動抵抗性を有していると判断された（図－5）。 

 施工から約3年が経過した後においてもアブサンデン現象などのコンクリートの変質はみられず，良好な

品質を有するコンクリートであることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

  a) 表面の可視観察    b) 画像処理後 

写真－3 スラブ表面のひっかき試験結果 
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図－5 Torrent法による透気係数と品質の判定結果 

 

 

3. スラブコンクリートの夏期施工 
 

3.1 製造及び施工条件 

 工場の床スラブに，環境配慮コンクリートを夏期に適用した。環境配慮コンクリートはレディーミクスト

コンクリート工場で製造してアジテーター車で現場まで運搬し，人力で打ち込んだ。製造及び施工条件を次

に，施工前後の現地の状況を写真－4に示す。 

 

・施工時期：2013年8月 

・施工時の外気温：30～31℃ 

・コンクリートの製造設備：レディーミクストコンクリート工場（現場までの運搬時間は20～30分程度） 

・ミキサー：容量3m3，強制二軸式ミキサー 

・場内運搬・打込み方法：施工場所付近までアジテーター車で運搬，人力により打込み 

・コンクリート施工数量：約4m3（厚さ約20cm，メッシュ筋設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 施工前                     b) 施工後 

写真－4 施工前後の状況 
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3.2 環境配慮コンクリートの配合条件  

 環境配慮コンクリートの配合条件は以下のように設定した。 

・呼び強度：24 

・結合材の構成：B77E7C7L9 

・荷卸しのスランプ：15±2.5cm 

・空気量：6.0±1.5% 

 

3.3 試し練り  

3.3.1 環境配慮コンクリートの配合 

 試し練りは，夏期でスランプの低下が早くなることが懸念されたため，最適な化学混和剤の添加量を決定

することを目的として，施工で使用するレディーミクストコンクリート工場で行った。また，外気温が高く，

水分の蒸発による仕上げ作業への影響やプラスチックひび割れの発生が懸念されたため，膜養生剤の効果に

ついて検討した。 

 試し練りにおける配合条件を表－5に示す。骨材は工場で常用するものを用いた。 

 

表－5 配合条件 

結合材の構成 呼び強度 水結合材比 
（%） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

粗骨材 
最大寸法 
（mm） 

細骨材率 
（%） 

単位水量 
（kg/m3） 

B77E7C7L9 24 35.9 15±2.5 6.0±1.5 20 42 155 

 

3.3.2 練混ぜ方法及び練上がりの性状 

 施工で使用するレディーミクストコンクリート工場において，常用の設備を用いて，練混ぜ量を2m3/バッ

チとし，強制二軸ミキサーで練り混ぜた。化学混和剤は手投入した。 

 コンクリートの製造は，結合材を材料ごとにミキサーに投入して練り混ぜる方法と，プレミックス粉体と

して持ち込んで練り混ぜる方法で行った。どちらでも問題なくコンクリートを製造できた。 

 スランプ及び空気量の経時変化を表－6に示す。夏期でスランプの低下が速くなることが懸念されたが，

練上がりから60分までのスランプの低下量を小さく抑えられ，目標とする品質を満足した。 

 

表－6 実機試し練りにおけるスランプ及び空気量の変化 
練上がりの 
スランプ 
（cm） 

練上がりか

らの時間

（分） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

15±2.5cm 

直後 15.0 5.2 32 

30 15.0 4.9 32 

60 14.0 4.8 31 
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3.3.3 膜養生剤の効果 

 2体の1×1×0.2mの平板の型枠に環境配慮コンクリートを打ち込み，膜養生剤の効果を確認した。1体は

膜養生剤を散布しながら仕上げ，仕上げが容易になることを確認した。他方は膜養生剤を用いないで仕上げ

た。打込みの翌日から湿潤マットをかけて養生し，材齢7日において表面を観察した。いずれもプラスチッ

クひび割れの発生は確認されなかったが，膜養生剤を用いた試験体は平滑な表面が得られ，膜養生剤を用い

なかった試験体は表面に凹凸やうねりが残った（写真－5）。 

 
 

         
a) 膜養生剤使用        b) 膜養生剤未使用 

写真－5 膜養生剤の効果 

 

3.3.4 強度発現性の確認 

 採取したコンクリートを屋外で封かん養生した後に測定した圧縮強度を図－6に示す。外気温が高かった

ため，材齢7日で30N/mm2を超える圧縮強度であり，呼び強度24を十分に満足した。 

 

 
図－6 試し練りにおける圧縮強度 

 

 

3.4 製造及び施工時の品質 

 施工においては，試し練りで定めた配合（表－5）及び手順でコンクリートを製造し，アジテーター車で

現場まで運搬して人力で打ち込んだ。施工時の気温は30～31℃，コンクリート温度は30～34℃であった。 

 荷卸しのスランプ及び空気量を表－7に示す。いずれも目標とする品質を満足した。 
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表－7 施工時のスランプ及び空気量 

バッチ スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

1バッチ-現着 14.5 4.8 30 

2バッチ-現着 12.5 4.6 32 

3バッチ-現着 16.0 6.1 34 

 

 

 打込み，締固め，均し作業は通常のコンクリートと同様に行うことができた。均しから仕上げにかけては

適宜，膜養生剤を散布した。状況を写真－6に示す。仕上げは打込み完了から約3.5時間後に行った。 

 

     

a) 均しの状況                 b) 仕上げ後の状況 

写真－6 施工状況 

 

 養生は，湿潤マットを用いて，マニュアル（案）5章で定めたとおり，材齢7日まで実施した。硬化後の

状況を写真－4に示す。表面の仕上がりは良好であり，表面に凹凸やうねりがなく，平滑に仕上げることが

できた。 

 

3.5 施工後の品質 

 施工時に採取して，20℃の水中養生及び，屋外にて封かん養生を行った試験体の圧縮強度を図－7に示す。

水中養生，現場封かん養生とも材齢28日の強度は約35N/mm2であり，呼び強度24を満足した。 
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図－7 夏期施工時の圧縮強度 

 

 施工後 70 日で測定したテストハンマーによる反発度を図－8 に示す。環境配慮コンクリートの反発度は，

隣接する呼び強度30の普通コンクリートとほぼ同等であり，環境配慮コンクリートが現地の施工条件のもとで，

十分な強度を発現していると考えられた。 

 Torrent式透気試験による透気係数を図－9に示す。環境配慮コンクリートの透気係数は，コンクリートの品質を

示す指標で“very good”と判定された。適切な施工及び養生により，十分な物質移動抵抗性を有するコンクリートが

施工できたと判断した。 

 

                                   

図－8 夏期施工時のテストハンマー反発度      図－9 夏期施工時のTorrent式透気係数 

 

 

4. コンクリート二次製品工場の床スラブへの適用 

 

4.1 製造及び施工条件 

 9 月下旬の比較的気温が高い時期に，コンクリート二次製品工場の床スラブに環境配慮コンクリートを適
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用した。環境配慮コンクリートは，敷地内のバッチャープラントで製造したコンクリートをバケットで場内

運搬して打ち込んだ。製造及び施工条件を以下に，施工前の状況を写真－7に示す。 

 

・施工時期：2015年9月下旬 

・打込み時の外気温：21～22℃ 

・コンクリートの製造設備：工場敷地内のバッチャープラント 

・ミキサー：容量2m3，強制二軸式ミキサー 

・場内運搬・打込み方法：バケット（施工場所はプラントと同じ工場敷地内） 

・施工範囲：縦5.7m×横3.1m×厚さ0.10～0.20m（無筋） 

・コンクリート施工数量：約3m3  

 

 

写真－7 施工前の状況 

 

4.2 環境配慮コンクリートの配合条件  

 環境配慮コンクリートの配合条件は次のように設定した。 

・呼び強度：24 

・結合材の構成：B77E7C7L9 

・荷卸しのスランプ：18±2.5cm 

・空気量：6.0±1.5% 

 

4.3 試し練り 

4.3.1 室内での試し練り 

 室内での試し練りは，工場で常用する骨材及び高炉スラグ微粉末を用いた環境配慮コンクリートが適切な

ワーカビリティーとなるように化学混和剤の添加量を決定すること，及び，強度を確認することを目的とし

て行った。室内の温度は29～30℃であった。配合条件を表－8に示す。  
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表－8 配合条件 

結合材の構成 呼び強度 水結合材比 
（%） 

スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

粗骨材 
最大寸法 
（mm） 

細骨材率 
（%） 

単位水量 
（kg/m3） 

B77E7C7L9 24 35.9 21±1.5 6.0±1.5 20 43 155 

 

 スランプ及び空気量の経時変化を表－9に示す。スランプは，練上がりから60分後まで荷卸し時の目標と

する 21±1.5cm を満足したが，18cm でも所要のワーカビリティーが得られ，スランプの保持も可能と判断

されたため，実機での試し練りでは18cmに変更することとした。 

 水中養生した試験体の圧縮強度を図－10 に示す。材齢 14 日で 30N/mm2以上であり，呼び強度 24 を十分

満足した。 

 

表－9 室内の試し練りにおけるスランプ及び空気量 

練上がりの 
スランプ 
（cm） 

練上がりから

の時間（分） 
スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

21±1.5cm 

直後 22.5 6.2 29 

30 22.5 6.0 28 

60 22.5 5.7 28 

 

 
図－10 環境配慮コンクリートの圧縮強度（室内試し練り） 

 

4.3.2 実機での試し練り 

 実機による試し練りは，化学混和剤の添加量を決定すること及び練混ぜ条件を決定することを目的として，

施工で使用する工場内のバッチャープラントで行った。外気温は29℃であった。高炉スラグ微粉末及び骨材

は工場で常用するものを用い，刺激材及び化学混和剤は手投入した。練混ぜ量は1m3/バッチとした。スラン

プ及び空気量の経時変化を表－10 に示す。練上がり直後から 60 分後までのスランプ及び空気量は，荷卸し

時の目標値（スランプ18±2.5cm，空気量6.0±1.5%）を満足した。なお，圧縮強度は，材齢14日で31.9N/mm2
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であり，室内での試し練りと同等であることを確認した。 

 

表－10 実機での試し練りにおけるスランプ及び空気量 

練上がりの 
スランプ 
（cm） 

練上がりから

の時間（分） 
スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

18±2.5cm 

直後 18.0 6.6 29.0 

30 19.5 6.4 28.8 

60 17.5 6.0 28.9 

 

 練混ぜ中のミキサーの負荷値を図－11に示す。施工における注水からの練混ぜ時間は，負荷値がほぼ一定

になる150秒に定めた。 

  

図－11 実機試し練り時のミキサーの負荷値 

 
 
4.4 製造及び施工時の品質  

 試し練りで定めた配合条件及び手順でコンクリートを製造し，バケットで場内運搬して打ち込んだ。当日

の気温は22℃，コンクリート温度は24～26℃であった。荷卸し時のスランプ及び空気量の測定結果を表－11

に示す。2バッチともに荷卸しの目標値を満足した。また，1バッチ目では，荷卸しの試験時に分取したコン

クリートを用いて，練上がりから60分後までの経時変化を測定したが，これらも荷卸し時の目標値を満足し

た。 
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表－11 施工時のスランプ及び空気量 

バッチ 練上がりから

の時間（分） 
スランプ 
（cm） 

空気量 
（%） 

コンクリ

ート温度 
（℃） 

1バッチ 

直後 
（荷卸し） 

19.0 6.6 25.5 

30 19.5 5.4 24.8 

60 19.0 5.5 24.3 

2バッチ 直後 
（荷卸し） 

18.0 6.6 24.7 

 

 荷卸しの試験後，バケットを門型クレーンで吊り上げて打ち込んだ。打込み，締固め，均し，仕上げは通

常のコンクリートと同様に行うことができた。施工の状況を写真－8 に示す。仕上げ作業では膜養生剤を用

いた。 

 

        

         a) バケットによる打込み状況         b) 均し後の状況（仕上げ前）  

写真－8 施工状況 

 

 打込み翌日から表面を濡らした養生マット，水の逸散を防止するシートの順に覆い，マニュアル（案）5

章で定めたとおり，材齢7日まで湿潤養生を行った。 

 養生終了後の表面の仕上がりは良好であり，施工後初期にひび割れは発生しなかった。養生終了後の状況

を写真－9に示す。 
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写真－9 養生終了後の状況 

 

4.5 施工後の品質  

 施工時に採取した試験体は，20℃の水中養生及び現場と同一の養生（現場養生：材齢7日まで養生マット

による湿潤養生を行った後，現場に保管）を行った。試験体の圧縮強度を図－12に示す。材齢28日の圧縮

強度は30N/mm2であり，呼び強度24を満足した。 

 

 

図－12 施工時に採取した試験体の圧縮強度 

 

 

5. まとめ 

 

 この付録では，標準の環境配慮コンクリートを3件のスラブに適用した事例について紹介した。以下に得

られた知見を示す。 

・環境配慮コンクリートは，通常のコンクリートプラントの設備で製造でき，打込み，締固め，均し，仕上

げ及び養生は，土木学会「コンクリート標準示方書［施工編］」2)で対象とする通常のコンクリートと同じ

ように行うことができた。 

・環境配慮コンクリートは，このマニュアル（案）に従って配合選定、製造及び施工することで，ひび割れ
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などの欠陥のない構造物を構築することができた。 

・環境配慮コンクリートの施工にあたっては，試し練りよって品質を確認し，配合条件や製造方法を適切に

設定することが望ましい。 

・環境配慮コンクリートは，少量の刺激材を用い，また，粘性が高い傾向にあるため，練混ぜ時間を長めに

設定することが望ましい。出荷計画においては留意する必要がある。 

・環境配慮コンクリートは，圧送時のコンクリートポンプの圧送負荷が高流動コンクリートと同程度に大き

くなる。これを考慮したコンクリートポンプの選定や圧送条件の設定が必要である。 

・環境配慮コンクリートは，仕上げの開始時期が遅れる場合があるので，これを見込んだ施工計画とする必

要がある。 

 

 

参考文献 

1) R.J.Torrent and G.Frenzer: A method for the rapid determination of the coefficient of permeability of concrete, 

Proceedings of International Symposium Non-destructive Testing in Civil Engineering, pp.985-992, 1995 

2) 土木学会：2012年制定 コンクリート標準示方書［施工編］，2013 
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付録－7  環境配慮コンクリートの暴露試験 
 

 

1. はじめに 
 

 実環境での表面の変状の有無などの長期安定性の確認，中性化や塩化物イオンの浸透に関する実態の把握，

及び，これらの室内の促進試験との比較を主な目的として，標準の環境配慮コンクリートを用いて，つくば，

新潟，沖縄の3ヶ所で暴露試験を実施した。この付録では，暴露試験体の配合・養生条件，暴露試験の実施

方法，暴露場の気象条件等を示す。暴露後の物性や耐久性に関する試験結果は，室内試験の結果と合わせて

評価するため，対応するそれぞれの付録に記述した。 

 

2. 暴露試験の概要 
 

2.1 暴露場所及び暴露試験期間 

 暴露試験は下記の3つの暴露場で実施した。つくば暴露場は内陸で主に中性化が作用する環境であり，新

潟暴露場と沖縄暴露場は海岸沿いの塩害環境である。 

①つくば：茨城県つくば市南原（土木研究所内） 

②新潟：新潟県上越市名立区（国道8号線沿） 

③沖縄：沖縄県国頭郡大宜味村（国道58号線沿） 

 

 試験期間及び分析のための回収日を表－1に示す。 

 

表－1 暴露試験の開始と試験体回収日 

暴露場 試験体製作 暴露試験開始 1年次分析 
（13ヶ月） 

2年次分析 
（約 20ヶ月） 

つくば 

2013.08.23 

2013.10.29 2014.11.18 
（暴露 385日） 

2015.07.17 
（暴露 627日） 

新潟 2013.10.18 － 
2015.06.22 

（暴露 612日） 

沖縄 2013.10.08 － 
2015.07.02 

（暴露 632日） 

 

2.2 配合条件 

 暴露試験にはこのマニュアル（案）における標準の環境配慮コンクリートを用いた。使用材料・結合材の

構成・配合条件については付録－1に示した。 
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2.3 暴露試験体の製作 

 試験体の製作から暴露試験までの手順を図－1に示す。環境配慮コンクリートを練混ぜ，φ10×20cm（圧

縮強度試験用）及び10×10×40cmの型枠に打ち込み，成型した。 

 環境配慮コンクリートの養生は，水中で28日間養生したもの（以降，水中28日養生）と，湿らせた養生

マットで7日間覆った後に20℃，RH60%の恒温恒湿室で材齢28日まで保管して養生したもの（以降，マッ

ト 7 日養生）の 2 種類とした。比較用のN100 は水中 28 日養生とマット 14 日養生とした。脱型は材齢 3 日

で行った。 

 養生後の 10×10×40cm の角柱試験体は，半分に切断して 10×10×20cm とし，型枠側面の 1 面を暴露面

として残り 5 面をコーティングした後，暴露した。φ10×20cm の円柱試験体はコーティングせずに暴露し

た。試験体製作から暴露試験開始までの期間は，暴露場により1.5～2ヶ月であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 試験体製作から分析までの手順 

 

 

 

 

 

水中養生 
20℃，材齢 28日まで 

練混ぜ・打込み 
角柱試験体（10×10×40cm），円柱試験体（φ10×20cm） 

気中養生 
20℃，RH60% 

（材齢 28日まで） 

整形・コーティング 
角柱試験体を 10×10×20cmに切断 
→型枠側面 1面を残し，5面をコーティング 
※円柱試験体は，整形・コーティングなし 

暴露試験開始 

回収・分析 
1年次（つくばのみ），2年次（3ヶ所） 

マットによる湿潤養生 
20℃，材齢 7日まで 
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2.4 暴露試験体の分析方法 

 暴露後の試験体の分析項目を表－2に，及び試験の実施時期を表－3に示す。 

 

表－2 暴露試験体の種類と分析項目 

試験体寸法 養生方法 整形・コーティング 分析項目 

φ10×20cm 
マット 7日 

なし 圧縮強度（JIS A 1108） 
水中 28日 

10×10×20cm 
マット 7日 型枠側面の 1面を除く 

5面をコーティング 

中性化深さ（JIS A 1152） 
塩化物イオンの濃度分布 
（JIS A1154 電位差滴定法） 水中 28日 

 

表－3 暴露試験体の分析方法及び試験実施時期 

試験項目 つくば 新潟 沖縄 

圧縮強度 2年次 2年次 2年次 

中性化深さ 1，2年次 2年次 2年次 

塩化物イオン濃度分布 塩害環境でないため 
未実施 2年次 2年次 

 

 

3. 暴露試験の状況及び暴露環境 
 つくば，新潟及び沖縄の暴露試験の状況を写真－1～写真－3に示す。 

 

 

写真－1 つくばでの暴露試験の状況 
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写真－2 新潟での暴露試験の状況 

    

写真－3 沖縄での暴露試験の状況 

 

 暴露試験期間中の温度の測定値及び，アメダスによる当該地区の湿度と降水量を図－2から図－4に示す。 

 

気温：温湿度計による日平均気温 

 

図－2 暴露試験期間中の気温 
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湿度：アメダスデータ 

 

図－3 暴露試験期間中の湿度 

 

降水量：アメダスデータ 

 

図－4 暴露試験期間中の降水量 
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